定航船社におけるM&A後の経営資源の再配置に関する研究 by 秦 文良
定航船社におけるM&A後の経営資源の再配置に関す
る研究
著者 秦  文良
学位授与機関 東京海洋大学
学位授与年度 2008
URL http://id.nii.ac.jp/1342/00000835/
　　　　　　　修士学位論文
定航船社におけるM＆A後の経営資源の
　　　　再配置に関する研究
平成20年度
（2009年3．月）
東京海洋大学大学院
海洋科学技術研究科
海運ロジスティクス専攻
　　秦　文良
目　次
第一章　序論＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．＿＿．．＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿．．1
　1顧1研究の背景＿＿．＿＿＿＿．．．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿　　　　．＿1
　1．2　先行研究．．＿＿．＿．．，，．．．＿．＿，．．＿．．＿＿．，．＿．＿．…・…・．・．…・．．…・・…．…．・．…・．．…．．．・…・…．…・…一，・・2
　1．3研究の目的＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．．．．＿＿＿＿＿．＿．．＿＿＿＿＿．＿＿忍
　1．4研究の構成一＿一．＿．．．．．．．．．．＿．．＿．＿．＿．．．＿．＿．．，，，・．。＿．◆・…・…一・，・．…・…．…，・．…．・　　　・．，・4
第二章　二二海運の歴史・現状及び定航海運における閣猷の変遷・現状＿＿．＿．＿．．。，．．＿．，＿6
　2．1　コンテナ化の進展による効果，，＿。，＿．＿。＿．．＿．．＿．＿＿＿．＿．＿＿．．．．．＿．＿＿，．，，．＿．＿．，＿．．6
　2．2二二海運と海運アライアンス、．＿．＿．＿．＿．＿．．．．．＿．．．．．．＿．＿．＿．＿．＿．．．．．．．，．。＿．＿．＿．＿．＿．7
　　2．2．1定航海運の歴史と現状＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿．＿＿．．＿＿＿．＿＿．＿．＿＿＿＿＿＿．．7
　　2．2．2海運アライアンスの誕生と変遷＿．．．．．．＿，＿＿．．．．．．．．＿．．＿。＿一．．．＿一＿＿．＿＿．＿．．．．．．12
　2．3定航海運の騒猷とその現状．．．＿．．．．＿＿．＿．．．．．．．．＿．．．．．＿．．＿．．．＿．＿。．．，．．，，，，．，＿。　　　．．19
　2．4研究対象とする隠《の紹介＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．．．23
　2．5本章のまとめ＿．＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．．．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．．＿26
第三章　経営資源の再配置に関する検討＿．＿．＿．．＿＿．＿．＿．＿．＿，＿．＿。＿．＿．．，．＿，，＿＿．＿．＿＿27
　3。1丁丁海運における基本式．．．．，，，，．．＿．，．＿。＿．＿．＿．．．．＿．．．．．＿．＿．＿．＿．．＿．＿＿＿＿，，，＿．＿＿27
　3．2経営資源の再配置が経済性とサービスに与える影響．＿＿．＿。＿．．．．．．．＿．．．．　　　．29
　3．3定航船社：の経営からみた経営資源の再配置手段．．＿．＿．＿．．．＿．＿．．＿．＿＿　　　．．31
　3．4本章のまとめ＿＿＿＿＿＿．．．＿＿＿＿＿＿。＿＿＿＿＿＿．．＿＿＿＿＿，＿．＿．　　　．．33
第四章　閣猷事例からみた経営資源の再配置の特徴．．．．．．．．．．．＿．．，．．．．．．．．．．．．．＿．．＿．＿．　　　．．34
　4．1過去の継猷の特徴＿＿，，，，，，．．＿．＿．＿＿＿．＿．．．．＿．．＿．＿．．．．＿．＿．＿．＿．．．．．．．＿＿．．．＿．＿。＿＿34
　4．2　主要航路の再配置手段の特徴＿＿＿＿＿＿．．．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．．．＿＿＿＿．．、＿．．40
　4。3　クラスター分析＿．＿．＿．＿．．．．．．．．＿．，．，＿．．，，＿。＿．＿．．．＿．．．＿．．．．．．．．．．．．．．．＿．．＿．．＿．＿．．．．．．＿，．．．46
　4．4類型毎のM猷の特徴．．＿．．＿．＿．＿．＿．．，．＿．＿．＿．＿．＿．，＿．．＿，＿．＿．＿．＿＿＿＿。　　　．．47
　4』5本章のまとめ＿＿＿＿＿．＿．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿。＿＿．　　　．．49
第五章　結論＿＿。＿．＿．＿．．．＿＿．．＿＿．．＿＿．＿．．＿．一，．＿．＿．＿．＿．．＿＿．．＿．一．＿．＿．．＿．．　　　．，50
　5．1　結論．．一＿．．。＿．．．．＿．．．．．．．．．．．＿．．．．＿。＿＿，．＿，，＿，＿。．＿＿．＿＿．＿．＿．．．＿．＿．．．．＿．．．．．．＿．＿．．．．＿．50
　5．2今後の課題＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿。＿＿＿＿＿＿．．＿＿＿＿．＿＿．＿＿＿＿．．＿＿．＿＿＿52
謝辞＿＿＿＿＿＿，．＿＿＿．＿＿＿．．＿＿＿＿＿＿．，＿＿．＿。＿＿＿．．＿＿．＿＿＿＿．．＿＿．＿＿＿＿．＿＿＿＿53
参考文献．．．，＿．＿．＿．＿．＿＿＿．．．．，＿．＿。＿。＿。＿．．．＿．．．…．．．…．…・．…・………・．．．．．．…．…・…・…．．．，…・．．…・．54
第一章　序論
1．1研究の背景
　1990年代入ってから産業のグローバル化が進展し、アジア、特に中国の急激な経済発展、
工業化の時代を迎えてきた。この背景に、鉄鉱石などの資源輸入と工業製品の大量輸出に
よる海上輸送は大幅に増加し、当然コンテナ輸送量も著しく増加してきた。図1・1に示すよ
うにコンテナ輸送量は、1996年の3055万TEUから2007年夏1億TEUへと約10年間
で3倍の規模に拡大した。そして、東アジア中心航路は世界全体荷動きに占める割合が最
も高く、約60％以上を占めている。この旺盛なコンテナ荷動きは世界経済がグローバル化
された結果であり、特に、中国を中心とするBRIC’s諸国の経済発展が海上コンテナ荷動
きに与えた影響は大きいと思われる。多くの先進国の企業が中国やインドなどのASEAN
諸国に生産を移転するということで、これらの地域からの貨物が急増し、したがってこれ
らの貨物に対して途上国の輸出及び先進国の輸入活動は盛んになっている。このように世
界中に調達・生産・販売への産業活動の動きは、関節という重要な役割を果たしている定
航海運にも数々の影響を及ぼしている。
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■東アジア中心航路のコンテナ荷動き國他地域
　　データ：商船三井営業調査室　星野海運の現状各年度より作成
図1・1世界のコンテナ荷動き推移
　　回航海運事業者は定時・定曜日の輸送サービスを提供するために数多くの船舶を運航
し、これと共にコンテナターミナルのオペレーションも行わなければならないである。そ
のため莫大な資金が必要になる。したがって、定航船社は多様な荷主ニーズに柔軟かっ迅
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速に対応するために、全世界カバーする輸送サービスが求められている。しかし、巨額の
費用と多くの時問を費やしてこれらがすべてをゼロから再構築することは、現実的には非
常に難しいのである。そこで、定航船社たちはアライアンスの組みや船社のM＆A（買収・
合併）などの活動が頻繁に行われている。
　また、引航海運事業において、世界をめぐって厳しい競争が展開されており、そして荷
動きや運賃などの変動に伴い、収益が大きく変動するという特徴がある。定航船社にとっ
て主な収益が運賃である。コンテナの運賃は需要量（コンテナの荷動き量）に基づいて予
測されているので、その運賃変動は激しければ、各社とも収益が大きく影響され、採算確
保も難しいことがある。このため、船社が支出に見合いながら適切な運賃水準の維持が必
要である一方、荷主から要求されるサービスを満たすことにより、発生した経費コストを
抑えるなどのことで、船社の経営合理化が望まれている。実際、この業界において経営不
振の船囲が多く存在し、他の船社による買収、合併、提携などの行動が行われ、業界再編
が繰り返されている。これから競争の激化に伴い、定航海運事業における世界的な再編に
も更に進む可能性があると予想される。
　前述したように、定航船社の経営が莫大な資金が必要とし、さらに経営環境が厳しいで
あるため、経営改善の一つの手段としてM＆Aが考えられる。
　船車がM＆Aにより短時問で他社の既存の経営資源を獲得することができ、また、船隊規
模の拡大により、スケールメリットを享受することが可能になった。したがって、M＆Aに
よって獲得した経営資源をどのように再配置するのかは船社の経営に大きな影響を与える
ため、経営資源の再配置は非常に重要な意思決定である。その再配置の手段について、過
去の事例に基づき検討していく必要がある。
1。2　先行研究
　1．1で述べたような背景を踏まえ、定離海運における買収・合併について検討したいくつ
かの既存研究が報告されている。たとえば、海運と買収をキーワードとし、論文検索エン
ジンJdeam　Hを検索したところ、ヒット件数21件があった。ここで、関連するどころの三
つの論文を紹介する。
　一つの論文は「海運産業における企業の合併戦略に関する研究」（〇三）である。この論文で
は著者は弊社問合併の財務効果を評価し、M＆A戦略を明らかにすることを目的して、
Gugler　et　alの手法を使い、船唄M＆A後の財務改善を評価した。しかしGugler　et　alの手
法はM＆A前後の資産が等しいという仮定であるため、船隊の構成が変化する船社のM＆A
を十分に評価できないことが分かった。そこで、資本利益率（企業持っている資産が、利
益獲得にどれだけ有効に活用されているのかを評価する指標）を用いて、M＆A効果が評価
することを提案している。
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　もう一つは「企業連合と企業結合一主要コンテナ海運企業のROE分析一」（02）で、この
論文で当時世界の有力なコンテナ船社企業集団の企業行動の差異が、相当部分その企業集
団の収益体質の如何によるものかとの仮説を立て、1992年から1996までの財務指標を使
い、コンテナ企業の国際経営の比較の検証を行った。論文では具体的には著者は船社の経
営状態を各部門の売上の成長や海運部門（外航海運）やその他の部門の売上の構成比率を
使って評価した。船社の収益性をROE（当期純利益！株主資本）、・配当性向（配当1当期純利
益）と営業利益率（あるいは当期純利益、連結財務諸表）を使って評価し、財務の視点から、
企業が買収・結合に至る事例、または企業結合に至らない事例について考察を行った。そ
して、過去の事例から経営状態が悪いときに合併が起こっていることを示した。
　または「海運業における国際企業提携の戦略性と有効性」（03）という論文では、定期コン
テナ航路のアライアンスを国際輸送業の先駆けとなった定期航空輸送業のアライアンスと
比較しながら、その水平的提携戦略性と有効性を検証した。そして、アライアンスは船社
経営の一つ手段であることを指摘した。しかしながら、水平的統合の目的は何かと荷主に
対する交渉力を高め、適正な運賃レベルを回復することができるのかを課題としてあげて
いる
　これらの論文では、財務諸表を使い、買収効果を評価する指標と買収結合に至った・至
らなかった原因、または、海運業の水平提携の戦略性と有効性について考察や検討を行っ
た。
1．3　研究の自的
　1．2で述べたように、定航海運におけるM＆Aに関する研究としては、買収効果の評価及
び海運業の水平提携の特徴について多くなされていることが分かる。したがって、買収に
よる経営資源の変化に関する研究が少なく、まだ、十分に検討されていない。
　定航船社は船舶を利用して荷物を運ぶ輸送サービス業であって、自社が持っている船隊
を特定の航路で運航することによって、・荷主に船腹スペースを販売している。つまり、船
社の運営する航路・船舶は最も重要な経営資源である。定航船社が船舶や航路などの経営
資源を運用し、収入を獲得する。M＆Aによる獲得した経営資源をどのように再配置するの
かは船社：の経営に大きな影響を与えるため、非常に重要な意思決定である。その再配置の
手段について、検討していく必要がある。
　そこで、本研究では過去のM＆Aを対象とし、船舶の配船や航路の制定に関して、M＆A
前後を比較する。そして、この比較から経営におけるM＆Aの狙い、また、その再配置の特
徴を明らかにする。これにより、将来、定航船社がM＆Aを実施する際、どのように経営資
源を再配置すればよいか知見を得ることを目的とする。
　具体的には、1990年以降に大規模なM＆Aかっ海運アライアンスの構成にも大きな影響
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を与えた六つのM＆Aを対象に（表1・1）、地域毎にどのような再配置手段を行って、経営
資源の再配置に対して、どのような特徴があるのか分析する。
表1・1　研究対象とするM＆A事例
年度
1997年
1999年
2005年
???
MS
MA
CMA
HA
表示を簡素化するため、後文に表1・1の右側の記号で各M＆A事例を表す。
で．4　研究の構成
　本研究の構成について説明する。図1・2は本研究の流れを示したものである。
　第1章で研究の背景、先行研究、研究國的、論文の構成について述べる。
　第2章では定航海運の歴史・現状及びM＆Aの現状を示し、定航海運におけるM＆Aの背
景及び研究対象とするM＆Aを示す。
　第3章では、コンテナ船を用いて定航海運を行う際の基本的な関係式について整理する。
そして、その基本式より経営資源の再配置が船社の経済性とサービスに与える影響を纏め、
M＆A後に経営資源の再配置手段を整理する。
　第4章では、研究対象とする過去のM＆Aの特徴を整理し、3章に得られた再配置手段を
用いて各航路区分の再配置手段の特徴を纏める。そして、各船社がM＆A前後に経営資源の
変化よりM＆A事例を分類し、類型毎のM＆Aの特徴をi整理する。
　第5章では本研究の結論を纏める。具体的には、本研究のまとめ、今後の課題について
述べる。
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図1・2　論文構成
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第二章　定航海運の歴史・現状及び定航海運における臓《の変遷・
現状
　第1章において、世界経済のグローバル化及び申国経済の著しく発展により、東アジア
中心とするコンテナ貨物が平平に増加している。コンテナ輸送が、今日の国際物流におい
て不可欠のものとなっている。世界規模で海上ロンテナ輸送サービスが行われている定航
船社にとって、船隊規模の拡大手段、更に経営改善の手段として、アライアンスとM＆Aが
有効な手毅として捉われている。
　本章において、何故コンテナ輸送は国際物流において欠かせないものであるのか、何故
アライアンスの再編やM＆Aが頻繁に行われるようになったのかについて考察し、そして、
研究対象とするM＆A事例について紹介する。
2．1　コンテナ化の進展による効果
　まず、コンテナ輸送の重要性について述べておく。定航海運の歴史については聴罪で示
す。1960年代に入り、定航海運における荷動き量は増加し、それに伴う港湾荷役費用も上
昇し、船社の経営を圧迫するに至った。そこで、米国において輸送貨物を規格化したコン
テナに積載し輸送を行うサービスが開始され、それに伴い船上荷役装置が不要となっただ
けではなく、雨中荷役も可能となった。これによって、荷役に要する作業時問が大幅に短
縮され、定航海運におけるコンテナ輸送が飛躍的に発達することとなった。
　さらに、海上コンテナ化の進展は、新興海運会社にとって劇的に参入障壁を低下させる
効果をもたらすこととなった。コンテナ化が進展する以前は、大小の貨物を個々に積み降
ろさなければならないため、航海中に荷崩れを起こさないための熟練した積み付けやノウ
ハウが必要であり、多くの時間と人手をかけて荷役作業が行われていたほか、貨物の管理
にも労力を要していた。しかし、コンテナ化が進んだことにより貨物のサイズが標準化さ
れ、積みつけやノウハウが不要になったため、荷役に要する作業時間や労力が大幅に削減
された。また、各国政府及び地方霞治体は競ってコンテナターミナルを整備するようにな
ったことから、先行海運業者の技術面及び設備面の優位性が喪失することとなった。こう
して、技術や積み下ろしの拠点を持たない新興海運会社にとっての参入障壁が、著しく低
下することとなったのである。
　なお、コンテナ化によって、貨物を貨物列車やトレーラーに容易に積み替えることが可
能となったことから、国際間の複合一貫輸送も急速に進展することになった。（複合一貫輸
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送とは、物品輸送において、1つの輸送契約に基づき、2っ以上の運送手段により実施され
る輸送形態を指す。）従来、海運会社は、港間の海上輸送を講負い、内陸部分の輸送には全
く関与していなかった。コンテナ化の進展によって、欧米では、海運会社が海上輸送のみ
ならず内陸ポイントや最終目的地までの陸上輸送も手がける会社が増加してきた。以上の
ことから、コンテナ輸送は船社に経費や荷役時間の削減効果やネットワークの経済効果を
もたらし、海上貨物の増加にともない必要不可欠なものとなった。
2．2　定航海運と海運アライアンス
　2．2．1曳航海運の歴史と現状
　2－1では、コンテナ輸送の効果（重要性）について触れた。海上コンテナの登場から現在
に至るまでの定航海運の歴史について、以下に示す。
世界で初めて海上輸送にコンテナを導入したのは、米国内陸部でトレーラーによるコンテ
ナ輸送業務を行っていた臨lco乳P．　Mclean氏である。　Malco凪P。　Mclean氏は1956年に米国
沿岸海上輸送を開始した。1960年には、この会社名をSea－1and　Service　Inc．とした。1966
年にSea－1and社は35フィートコンテナ226個積みの船舶を4隻投入し、本格的な海上コ
ンテナ輸送が始まった（30＞。
　当初、各海運会社のコンテナの大きさは多種であったが、1960年代後半にはISO（国際標
準化機構）等によって統一が進んだ。コンテナの長さが10フィート、12フィート、20フィ
ート、30フィート、40フィート、45フィート等の大きさが使用されたが、今葭においては、
長さ2◎フィートと40フィートが主流となっている。；横幅は、大半の滋ンテナが8フィー
トである。
　20フィートコンテナの外寸の規格は、長さ20フィート（6．058メートル）、幅8フィート
（2．438メートル）、高さ8フィート6インチ（2．59メートル）である。40フィート識ンテナ
は、高さは8フィート6インチ（2．59メートル）であるが、高さが9フィート6インチ（2．9
メートル）の背高コンテナもある。45フィートコンテナは日本国内の道路を輸送するには大
きすぎるため、貝回では馴染みが薄い。臼本国内においての鉄道輸送には主に長さ12フィ
ートコンテナを使っている。
　また、こうした通常貨物を運ぶドライコンテナ以外にもさまざまな機能をついているコ
ンテナがある、例えば、冷凍機能を有するリーファーコンテナ、野菜などを運ぶために空
気穴が付けられたベンチレーションコンテナ、衣類を運搬するためにハンガーを取り付け
たハンガーコンテナ、液体物を運ぶためのタンクコンテナ、背の高い貨物や取り出しの困
難な貨物を運ぶためにコンテナ屋根を取り払ったオープントップコンテナ、コンテナより
大きな貨物や取り出しの困難な貨物を運ぶためにコンテナの屋根と側面を取り払ったフラ
ットコンテナ等もある。このように顧客の需要に満たすために、様々な種類のコンテナが
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作られている。一般的にコンテナ船の積載量を示すには、TEU（Twenty　feet　Equivalent　Unit）
という単位を使用している。1TEUは20フィートコンテナ1個と換算している。例えば、
8000TEUs積みのコンテナ船であれば、積載できる貨物量を2◎フィートコンテナに換算する
と8◎00個となる。また、40フィートコンテナを2TEUと換算するのが主流である。
　本研究においても、コンテナ船の船型を示す際はすべてT別を使用する。
　渡辺（33）はコンテナリゼーションの発展を5っの世代に分けて説明している（表2－1）。
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㊤表2－1：コンテナリゼーション発展世代区分（33）
時代区分
代的な
サービス
コンテナ化
代表的
船会紘
コンデナ
コンテナ紺
コンテナ
ターミナル
湛湾コンテナ
隼取鍛量
岸攣
コンテナ
クレーン
ストラトル
キャリヤ
　（SC）
　タイヤ
トランスファ
クレーン
　（R丁G）
　　レール
ガントリフレーン
その俺の
荷役樋部
儀考
篤　1慢畿
沿岸サービスの隣代
　1965瑳以
米箇，麟州における沿　航路
北米，娠斜
Seひし8nd，納aヒson等のコンテナ先駆社
喪さtア，24’，35’等のIS◎標準制窺前の寸法
アルミニュームコンテナが宝黙
許に荷役詮儀位き改造船
　G＆t8w8yαtゾ
　　　しXBXdくπ9
　　135r7　x22　x　7．7
　　7，7B5　DW了
ガント1ノクレrOン装備
　謀計　　35㌔226奮i
日三板　δo　（6　夢lj，　宵　段）
船倉166（δ列，5段》
制awa師8轟　　Citizen．
　141．8×2！．3×9
　　109282　0W了
　荷役殺備なし
　繊齢　24じ408姻
軍籏112（6列，2段｝
紺倉296（6列，6段）
セミコンテナ船，RO／RO船も出競
舶側荷役は主に舶の茜役田儀による
ヤー・ド作藁はフォークリフト，
　　　　ストラドルキャリヤ．シャシによる
オペレーションコントO一ルは人力による’
ニューヨークがコンテナ港のメッカ
ターミナル，港
レールゲージ（π1）；
アウトリーチ、リフト，π塾
巻よ、横行遼度（巾！r鴇｝n）
畠猛ω
敏Maヒso蛉下e翻．
　　　　　　　10，37
　　　　27、85、　肇5，63
　　　　　30，5，126
　　　　　　　　3豹
畿祝の爆蟹コンテナクレーンは
M猷son／PACεCOにより1960　に隅発された
畿初のチェーンドライフSCqオーバD
臼了6は最初米醗の嫉溢ターミナルで採潮された
9MGは綬切欧粥の鉄逗ターミナルで採用されπ
大型フォーク攣フト，ピギーノッカー齢，
ヤード　トラクタ／トレーラ
第　鰭　世代
一大3横　の　際サ嶋　スの鋳
　　　　　量966年野縁
　　爾亀　　太’溝
米国，臼　，豪州及び里山幽幽等
　　海剣先遵国の債壊的組会社聞の
　　　　ジ箋イントサービス
㏄し．，AC了，　Hapa9噛しR〕yd，　Ngd鱒oyd等
の国剛に纂約された用金社が歓蝋に艇生
　　　　lSO撫鑛寸法
　　長さ2αと40’が主役
アルミニュームコンテナが主役
コンテナ総数：約50万了εU（1970）
500～書．§00TεU稜新遼国用総
’あめりか武’
　　175×25×6．5
　　！5．4400Wτ
　門役設儀なし
　急撃トフ16了EU
耳三型　228　〈8タ」量2段）
紛霜　4銘　（7ヨ臼∫，6段）
箱嫡丸’
　　2婁2x30x95
　　19．9！40WT
　　荷役設備なし
　総噸←　to睾。　τEU
串板354（10列，2段）
紺倉　656　《8タ」，6綬）
しASH，　S鯛beo舶簿のバージキャリヤが吊環
コンテナ紺皇船鰻鑑：絢20万丁εU（1970）
船側荷役は粟興コンテナクレーンによる
ヤード作巣はフォークリフト。サイドフ二一ク
　R7G、ストラドルキャリヤ，シャシによる
オペレーションコント0一ルに
　　　　　　　　　　　コンピュータを導入
ニューヨークが隼取搬賃で常に順位
捧戸溝翠邸埠頭
　　　　　　16
　　33．5，19．5
　　　30，13e
　　　　　464
1970臼三悪置型約
?????????????
15◎墓
チェーン又雛油圧駆動Gオーバ9型が主流
　　　　　　　　　　｛1オーバ2）型が出現
　　　　　　　19η年総山　　　　　約250搬
臼拳2）＆《1オーバ2）型が最籾に
ニューヨーク，アムステルダム，律芦にて深用
　　　　　　　1970年総齢　　　　　約始
RMGはヨ…に鉄避ターミナルで使用された
　　　　　　　1970…霧総計　　　　　約200台
トッ　リフタ，サイド0一　一
網　蹴　世代
複　大洋横断の長距　　際サービスの
　　　　　　　蓬9ア1年以
アジア　欧州，猷粥／ヒ　西岸等の航賂
某爾アジア　び中乱酔
　丁只IO，翫8n・◎継tch尊
三際ジョイントサービス
εverσr66轟，　NOL　麟Sε　等
楚農途上国の紛金社の塗入
　　　　　　lS◎娠準寸法
4α長さ鷲轟（高≡き；93君つコンテナ出現
　　　ステイ騨ルコンテナの増加
　　コンテナ総致；40G万暇…G（号983》
2，0ゆ0了EU積をこえる零パナマックス船
　　　’黒部丸’
　　　　　　　　レ　258×32．2x10、5
　　32，5GO　DWT
　　荷役設確なし
　総2十　1r829　TεU
撃墜850（12列，3段）
紛倉979（窪列，7段｝
’Fr翻kfし置rt　Expr8s3’
　　286x32，2x13
　　51，540DWτ
　　鰐役綬罪なし
　総欝3，045了EU
零娠竃105（t3死3鋤
紛愈τ940（！o列，9段｝
LASH，　S6愚b3唇紛順次消滅
26ノットをこえる議趣化は
　　　　　　1973年のオイルショックで頓挫
コンテナ船金船艘量：約200万TεU（1983）
総覧碕役は岸壁コンテナクレーンによる
ヤード塩鱒は7才一クリフト，
　　RτG．ストラドルキサリヤ，シ㌻シによる
オペレーション藁ントO蝉ルは
　　　　　　　　　　　コンピュータが滋役
全世昇港溝コンテナ隼取扱猛：約へ600万了EU1683）
琢取扱量でニュー・ヨーク、Oッテルダム，神芦，
　　　　　　　　　餐港が常にトップグル脚プ
捜甲州本牧D
　　　　　30
　　36．1，27
　　　49，152
　　　　　640
1983箪毘計
8hsbano，8ATL
　　　　　2§3
　　　37．3，29
　　　ξo，152
　　　　　856
約too囑
チェーン／シ？フトドライブ
（1オーバ2》型が主流（雪オーバ3）型が出現
　　　　　　1983年総｝←　　　　約！，5go台
　　　　　　　　　　　　　　　　　約520台
RMGがコンテナターミナルに　　され　めた
　　　　　　　1983奪総計　　　　　　3騎
6＋6）a（1オーバ3）型が叢流
鴻圧駆動型は消減
匿動醒進システムが開発された
． 1983年総計
空コン，臼O承O荷役にサイドリフトフ箸一
クが　用　れた　　リーチスタッカ出環
フィーダネットワーク，ランド　リッジの
第　lv世代
一　サービスの時代
　！98　蛇
　爾北盆路
国及び南
幹線鱗ジ翁イントサ顧ビス体制の改綴
　　　中毒，韓㎜会歓の参入
USしの倒澱（奪986）
　　　　　長さ45’，49響
の｝SO棚瀧寸法外のコンテナ出規
　　スティールコンテナが主流
コンテナ記数：約1，000万τεUG§9紛
3．000了εU積雲ζえるパナマックス船
2gox32．2x11．7
58，船9DWT
茜役設備なし
串板1992（13弼，5段）
船愈2464（鴇タ1．8段》
秘しa轟dしight磁9’
　292x32．2x13
　　69，840DW7
　　荷役設備なし
　組計4．062了EU
攣目振2121（13タ」，4段）
鉛81941（10列，8段）
ハッチカバーレス給出現
ポストパナマックス紐出置（1988）
コンテナ船　船酔量：絢440フ引陀Uα藍95）
鮒剣冠雪は岸鑑コンテナクレーンによる
ヤード作鍵はフ三一クリフト，RTG、　RMG，
　　　　ストラドル串ヤリヤ，シャシによる
Oツテルダム溝EC了にて
　　　　　　　自勤化ターミナル醗段（1993｝
　掛　港灘2ンテナ年　　　　1，28τEU（1gg5）
年取級績で霧湛，シンガポール．
　　　Oッテルダム，砺雄がトップグループ
恥雛解da而，蓬CT
　　　　　　35
　　　　50，30
　　　50，210
　　　　　1250
????．????? ???
2nd　tr＆C論．　bgd6r付　　　　2轟d　trd！6Y付
　　　　　　　1995職量を・　　　　　　　約2，000碁
　ポストパナマックスクレ儲ン1984年に出規
　　　　型が出羽
（讐オー’｛3）型が増角日
　　　　肇995年組計 約2500台
（雪申5）＆（1オーバ4）型が主思
位激捜知システムが開発された
EC了の
　1995自等軸蔭叶　　　　　　約2，200台
ターミナルにRMGが　　された
　電eg5母一瞬　　　　　　780
マルチ・トレーラシステム
AGV
欧粥域内　ζしてスウォッ　ボディの
第v撮代
O一バルアライアンスの
　　　璽　　以降
コヒ薮　　　フP三ノア。　　　　を緩ぶ
　　　　し　サービス
　　　　　全
グO一バル7ライアンスの腐生，6大グループ化
　　　NOしのAPし買収合併（1曲7》
　　P＆◎CしとNeご獅痴の合併（1997｝
　　M創鵬kのSoひし醐d買載含岱（1999｝
　　　背罵4αコンテナの増加
　　喪さ20つンテナのシャ脚減少
。　スティールコンテナが密識
コンテナ総数：約1，200万τεU（19§8）
ら00G了εU積をこえるストパナマックス組
　　　　　6。000了EUをこえる
スr，パーポストパナマックス醐出現（1996）
，Pres耐魯鳶t　Ad8m55
　275x39．4×12．5
　　54。6550WT
　　荷投設露なし
　紛鮭4．340丁εU
串披　2388（隻6タ垂，5殿）
越倉　1952（12開門．8殿）
量恥v騰｝9轟Ma◎嫉’
　347×42．8x14．5
　　給奪，696酬π
　　稼口絵僧なし
　総蝕7，G80τEU
申板3344（σ鱗，5殴》
鮒倉3716α3列，9段》
超蔦濯コンテナ総（F8就shiρ｝嚇溺中．
コンテナ紛彙紛艘　：約§90万マεU（紛98）
船艦融は灘壁コンテナクレーンによる
ヤ駒ド作業はフ写一クリフト。只γG，癒編G，
　OH｛3，ストラドルキャリヤ，シ？シによる
レーザー，◎GPS等のハイテク利爾の
藁新的な八八がオペレーションに活用される
全1煙　海湾コンテナ…刻駁重量：約1，72磁了εU（雪9§8）
駕取搬量で叢港．シンが曜一ル，
　　　　　　　　　　高訓がトップグループ
神酒湛PCI7
　　　　30．5
　　50，34，§
　　70，210
　　　　蜘
量999年総門
????? ??????鴻
烈．600蕩
自勤迎転システムを開発中
19加計 ，000台
Q＋6）＆（1オーバ4》蟹より大型が増舶
　　　　　　　，㈱鯵総計　　　約3000台
自ヒシステムにR赫G／OHG主になか
　　　　　　　晃　　　　　　　　　　・
ξDIFACτに薦　くε◎1ネットワークの　簾
　表2－1の推移によると、第H世代（1966年以降）は「500～1500TEUs積」、第皿世代（1970
年以降）は「2◎00TEUs積をこえる準パナマックス船」である。パナマックス船とは、南北ア
メジカの問に存在するパナマ運河を航行できる船型である。第IV世代（1984年以降）は
「3000TEUs積をこえるパナマックス船」である。パナマックス船とは、パナマ運河を通過
できる最大幅の船をパナマックス船と呼んでいる（パナマ運河は、標高26mのガツン湖を通
っているため、船はいくつかの關門（ロック）によって水位を上げながらガツン湖まで上が
り、再び門門によって海まで下がる。關門とはプール状の施設で、そこに船を引き入れて
から前後の水門を閉じて、水を注入もしくは排出して水位を上下させる。この聞門の幅が
33．53mなので、若干の余裕を残さなくてはならないので、32．2m以上の幅の船は關門に入
れないこととなっている。すなわち幅が32．2m以上の船舶がパナマ運河を通過できない。
しかし、もっと大きな船が通れるように、今現在拡張工事を行っており、拡張工事が終了
後には最大幅が49mの船舶が通れるようになる）。第V世代は「4000TEUs積をこえるポス
トパナマックス船、6000TEUs積をこえるスーパー・ポスト・パナマックス船」である。そ
の後も20◎3年に8000TEむsのスーパー・ポスト・パナマックス型の登場、さらに2006年に．
公称11◎GOTEUs（実質13500τEUsと言われている）のメガコンテナ船もついに登場しました、
船型は時代と共に大型化してきている。
　また、7段露のコンテナ船の項劉の欄には「コンテナ船固船腹量」も記載されている。第
H世代は「20万TEU」、第皿世代は「200万TEU」、第IV世代は「440万TEU」、第V世代は「590
万TEU」であり、船腹量も時代と共に伸びていることもわかる。
　同表の上から4段目の「コンテナ化地域」を見ると、第1世代では米国・豪州で始まっ
たコンテナ輸送サービスも、第V世代では全世界に広がったことがわかる。
このように、海上コンテナ輸送は年々その輸送規模を拡大している。海上コンテナ輸送は
順調に発展してきたように見えるが、198◎年代半ばから、世界規模の海上輸送市子には以
下に記すような変化が起こった。
　①貿易構造の変化
　②米国海運法の改正
　③　盟外船社の台頭
　④　運賃の下落
　⑤設備投資の増大
　⑥荷主く顧客）からの要求の高度化
以下、それぞれの点について説明する。
①　貿易構造の変化
　世界貿易は、欧州、米国、丸本という三地域を中心に展開されてきたが、特に中国や東
アジアの開発途上国を代表とするアジアの経済が急成長している。
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　表2－1の上から9段目「港湾コンテナ年取扱量」をみると、第1世代、第H世代は「ニ
ューヨークがコンテナのメッカ」である。第斑世代になると「ニューヨーク、ロッテルダ
ム、神戸、香港が常にトップグループ」である。第W世代になると「香港、シンガポール、
ロッテルダム、高雄がトップグループ」である。第V世代になると「香港、シンガポール、
高雄がトップグループ」となる。コンテナ取扱量のトップはアジア港湾に移っていったこ
とわかる。
②米国海運法の改正㈱
　1984年に米国海運法の改正（Chipping　Act　of　1984）カヨ行われ、海運の規制緩和が促進さ
れた。米国関係航路においては、運賃の自由設定が可能となり、運賃の値下げが起きた。
これは、米国関係だけでなくその他の航路にもほぼ同様の影響を与えた。海運会社の国際
的な合法カルテルであった海運同盟の弱体化が起きた。これは、運賃の下落のみならず、
海上コンテナ輸送への新規参入を容易にした。
主な改正点は、以下の4点である。
（1）船社が、独自の運賃・サービスを設定できるようになった。
（2）大口の荷主に運賃割引を適用できる。
（3）（同盟と契約した荷主に運賃割引を適用していたが）荷主が盟外船に依頼した際の違約
金を廃止。
（4）船舶を所有していない運送会社が荷主として位置付けられた。貨物の実際の依頼者は、
船舶を所有している船社ではなく、運送業者に陸上・海上を包括した国際複合輸送を依頼
する。
　この米国の海運法改正が、世界の運送業界に影響を与えることとなり、元々弱体化して
いた海運同盟をさらに弱体化させることになった。
③　盟外船社の台頭
　海運同盟弱体化（1984年6月の米国海事法発効以降）により新規参入が容易となった。
先進国の船社の優位性は弱まり、資本さえあれば、何処の国の船社でも定期船市町に参入
できるようになった。これは、さらなる海運同盟の弱体化を招いた。運賃は盟外船社主導
のもとで設定されることとなり、運賃競争は激化した。
④　運賃の下落
　米国海運法改正（1999年5，月発行）や盟外船社：の台頭により、運賃下落が進んだ。コン
テナ化による運賃の単純化に加え、海運同盟に加盟する会社、加盟していない会社の価格
差も小さくなったため、競争に拍車がかかることとなった。
　また、他の運賃下落の原市としては、各船影のサービスに差がないこともある。一つの
船社の方策に他の船生も追随して同種の経営戦略を採ることが多く、どの船社に依頼して
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も似たサービスであるとすれば、運賃競争は激化する。サービスの均質化した定期船市場
への参入企業は増加した。その結果、船腹過剰となり、運賃競争はさらに激化した。
⑤　設備投資の増大
　各財経は揃って大型船を発注し、輸送力の増強を信指している。船腹量は増加し、競争
を助長する。コンテナ船の大型化を進めるためには、船舶並びに港湾施設に巨額な資金が
必要となる。また、さらには内陸分野への巨額な設備投資も必要となっている。船社が生
き残るには、内陸輸送もi整備し、海陸一貫輸送を確立することも必要である。
⑥荷主（顧客）からの要求の高度化
　荷主からの高晶質な輸送サービス（多頻度かっ運行日時の安定した輸送サービスである）
の要求が一段と強くなった。また、全社が過当競争となり、船腹量が増えれば、荷主側が
強くなる。荷主の要求に応えるためには、多数のコンテナ船を用意する必要がある。当然、
コストがかかりすぎるため、船社は単独運行体制を見直し、アライアンスもしくは買収を
採ることとなる。
　こうした変化に対して、船祉個別に対応するだけでなく、船社が共同してコスト削減や
サービス拡大を行うアライアンス結成による対応が行われた。しかし、更なる競争の激化
による運賃率の低下が進み、1997年には北米航路・欧州航路・北大西洋航路といった主要
航路において過去最悪の経営損失を招いた。これを受けて、大手船社はアライアンスの枠
を超えた提携や買収（M＆A）によりその規模を拡大し始めた。次節ではアライアンスについ
て解説を記す。
2．2．2海運アライアンスの誕生と変遷
　海運アライアンスの誕生
　国際海上輸送のコンテナ化は、ニストの低減や荷役時間の短縮をもたらす定期船分野の
技術革新として登場した。しかし、コンテナ輸送は、在来定期船輸送と比較して巨大な投
資が必要で、単独船社での週抗が困難であった。そこで、投資やリスクの分担を図る目的
でコンソーシアム（Co汽sortiumとは莫大な投資を必要とするコンテナ輸送を実現するため
に，複数の船型が連合して資金を調達するとともに，コンテナ船を運航する方式である。）
が開始された。
　先に述べたように規制緩和による船社問の競争が激化し、これに伴う運賃の下落が生じ、
船軍の経営を圧迫してきた。更には、経済のグローバに伴い世界をカバーする輸送サービ
スが求められるようになり、特定航路における既存のコンソーシアムやスペースチャータ
ーを見直さなければならなくなった。
　このような状況から1994年から1996年半かけて大手船社を中心に全世界を対象とした
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グローバル・サービスの構築を瞬指したコンソーシアムの再編が行われた。海運アライア
ンスの誕生である（06｝16）。
海運アライアンス誕生の背景〈31＞
　アライアンス（Alliance）とは、アライアンスの本来の意味は同盟、連合である。企業
経営上で用いるアライアンスとは、複数の企業間の様々な連携・共同行動などを指す。多
国間の企業によって出来上がったアライアンスをグローバルアライアンスという。定航海
三界でのアライアンスはまさに、このグローバルアイアンスである。
　この新しい体制が必要となった背景として、海上物流の変化と荷主のニーズの高まり、
そして、船社のスケートメリットの追求だと思われる。
①海上物流の変化
　　海上物流の変化については、世界一の「アジア→アメリカ」のに荷動きを参考する。
a．アジア発貨物の急増
　　199Q年代の特徴としてはアジア発の貨物が急増したことがわかる。1980年年代の後
　半の北米向けの荷動き量が2◎0万TEUだったが、1992年には2桁増を示すなどした、
　1990年代早々に300万TEU台にいたっていた。（欧州航路も同じ拡大したが、200万TEU
　を超えたのは1995年と北米向けと比べおこれていた。）
b．出荷国の変化
　　台湾・韓国・香港のNIEs（新興工業経済地域、　Newly　Industrializing　Econo組es
　の略である。1970年代に急速に工業化が進み経済的に発展を遂げた地域のことであ
　る。）諸国の成長で1970年代後半から、日本積みの貨物：量の比重が低下していたが、
　1980年代の後半には円高の急激な進行でそれが顕著となり、一時は、台湾貨物は日本
　発の貨物を凌ぐようにもなった。
②グ置目バリゼーションの進行
　　　グローバリゼーションとは、「貿易、直接投資、資本等の国際間移動の増大を伴う
　世界市場、世界経済の統合化の過程」と定義されている働。
　　上記の物流の変化の背景には80年代後半に始まり、199◎年代に加速して行った荷
　主のグローバリ四一ションとメガコンペティションがある。
　　先進国のメーカーは一毅のコスト競争力を追求し、NIEsからASE姻（東南アジア諸
　国連合、Association　of　Southeast　Asian　NatiQnsの略である。）中国へと生産の重
　心をシフトさせて行った。メーカー間の熾烈な競争が荷主問の提携や合併を生む一方
　で、物流の効率化とコスト削減への圧力が高まってきた。こうした荷主のニーズの対
　象は海上輸送の例外なく、アライアンス形成の地下となって行った。
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③荷主ニーズの変化
　　大量の貨物がアジアの多くの港からで始まるようになり、荷主ニーズは以下のとお
　　りとなった。
　　　・出荷地最寄港への多頻度寄航
　　　・積み替え時間（Transit　Time）の短縮
　　　・多数仕向地への寄港
　　　・安定した低運賃
　　これらを効率よく、しかもスピーディに対応するための方法として採用されたのが
　　アライアンスであった。上記のすべてを満足させるには、船社としては以下の整備
　　が不可欠であり、荷主ニーズの変化が定航海運界変質の端緒になったといえる。
　　　・数多くの船舶の運航
　　　・それによりループを充実させ、寄港地と頻度を増やす。
　　　・船型を大型化し、コスト単価を下げ、低運賃を提供する。
　　　すなわち、より規模の大きな船隊の運航が必要となるが、単独や少数船社の連合
　　では投資資金の負担が過大であり、また主要定航船社がその動きに出れば、直ちに
　　船腹量過剰が発生する可能性もある。故にアライアンスの採用へと動いたのである。
④スケートメリットへの追求
　　　アライアンスは荷主ニーズの変化への対応を目的に構築された仕組みであるが、同
　　時に丁丁にとっても大きな費用の削減効果をもたらした。複数の基幹航路における効
　　率的な配船、大型船の運航とスペース融通、ターミナル共同利用などのスケールメリ
　　ットが考えられる。
グローバルアライアンスの変遷と現状
　1994年に海運業界において、初めてのグローバルアライアンス、The　Global　Allia蔽ce
が結成されて以降、海運アライアンスは不断に変遷が続いている。文献（参考文献：18－27）
を参考し、アライアンスの変遷を図2－1に記した。表2－2は、各アライアンス名称を記し、
過去の年手早に呼野の提携を記したものである。
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図2－1　アライアンス結成前と結成後の変遷
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以下に、年度別にアライアンスの変遷内容を記す。
（1）1994年には初のアライアンスであるThe　Global　Allianceが結成された。加盟船社
　　は、商船三井／AMERICAN　PRESIDEM　LI瓶RS（APL）／冊D　LLOYD／ORIENT　OVERSEAS　LINE
　　（00CL）／MALAYS　IAN　IMERNATIONAL　SHIPPING（MISC）である。
（1）1995年には、Grand　Allianceが結成された。加盟船社は、日本郵船／P＆0／HAPAG　LLOYD
　　／NEPTUNE　OR王ENT　L　INERS（NOL）である。
（皿）1996年には、それまで提携していたP＆0と蟹aerskが提携解消となった。　P＆0はGrand
　　Allianceに参加した。田UM）AIとSea－Landも欧州航路における協調サービスを中止
　　した。Sea－LandとMaerskが欧州航路で提携した。
（IV）1997年には、激しく変遷が成された。Grand　Allianceに属していたP＆0とThe　New　World
　　Allianceに所属していたD砿D　LLOYDが、1月に合併した。合併直後の両社は、二つ
　　のアライアンスに所属していたが、1998年1月にGrand　Allianceのみに所属するこ
　　ととなった。麟NJINがDsrSenatorを買収し、　NOLがAPLを買収し、商船三井／
　　APL（NOL）／服U囎A工が提携した。日本郵船／P＆0一醗D　LLOYD／00CL／M王SCが提携した。
　　川崎汽船／YANG阻NG／COSCOが北米西岸航路において提携した。
　　このように、1997年には、5アライアンス中、3アライアンスに船社の組み替えがあ
　　つた。
（V）1998年には、商船三井／APL（NOL）／HYU恥AIによるThe　New　World　Allianceが発表
　　された。さらに、砿NJIN／DsrSe照tor／CHO　YANG／UASCによるUaited　Allianceが
　　発表された。
（VI）1999年には、　MaerskがSea－Landを買収した。
（顎）200◎年には、目立った変化はない。
（皿）2001年には、United　Alhanceを構成していたCHO　YAN　SHIPPING　CO。　Ltd（朝陽海
　　運）が業務を停止した。｝搬JIN傘下のDsr－Senat◎rはSe熱ator　Li肥に社名変更した。
　　United　Allianceは、実質㎜JIN一社となり、アライアンス体綱を成すことはでき
　　なくなった。
（双）2002年には、目立った変化はない。
（X）2003年には、実質㎜JIN一社となっていたUnitedAllianceとCKYグループがアラ
　　イアンスの枠を超えて提携し、CKYHアライアンスが発表された。
（XI）2004年・2005年には、目立った変化はない。ただし、2005年5月に撫ersk　SeaLand
　　によるP＆ONedlloydの買収が発表された。
（X①2006年には、Maersk　SeaLaadがGrand　Allianceを構成していたP＆O　Nedlloydを
　　買収し、Maersk　Lineが誕生した。また、　Grand　Alli細ceとThe　New　WQrld　Alliance
　　が、P＆O　Nedlloydが脱退したことを受けて主要航路において業務提携を結んだ。
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アライアンス体制の確立から現在までの現状
　大手船社はアライアンスの枠を超えた提携により、サービスの拡充を図り、中ではM＆A
で規模を拡大するところが出た。
　運賃水準の低迷はアライアンス効果を打ち消し、船町経営を圧迫していたが、1998年置
ら経済危機による通貨安により、アジアからの欧米向け輸出が急増し、運賃の修復が進ん
だ。
　2001年には∬バブルの崩壊などにより、市場は急落する。2002年後半から米国景気に
牽引され、好調な中国貨物の伸びが続き、運賃の再修復が進められていた。
①、M＆Aと大規模化・少数化の進行
　　　　1997年のNOLとAPL、　P＆0とNedLloyd、1999年のMaerskとSea－Land、2000年の
CMAとCGMのほかにも数多くのM＆Aが行われ、船社グループの大規模・少数化と基幹航路以
外も含めた規模の追求が進んでいる（表2－3）。
　　②、アライアンスを超えた提携と再編
　　　　個別事情に応じ、アライアンスの枠を超えた提携も行われており、一部にはアラ
イアンスの改編も出ている。2003年の状況を見てみると以下のとおりとなる。
　　　＊グローバル
　　　　・1，月にCOSCO／KL／Yang盗ngにHanj　inが加わり、CKYHアライアンスが設立、年末
　　　　　からSenatorも含めに提携に拡大。
　　　　・CMA　CGM／PONL／Contship／Marfretによる世界一周航海。
　　　＊欧州航路
　　　　・MOL／H謝がKL／Yang鳩ngの地中海配船からスペース借り。
　　　　・APLがC融CGMグループとスペースチャーター。インドネシア折り返し航路も開
　　　　　設
　　　＊北大西洋航路
　　　　・Grand　Alliance／Americaaa及び丁酬A／Maersk　SeaLandのスペースチャーター
　　　　・カナダ東岸航路の00CL／Canada撫ritime（Can鵬ar，旧SLCS）とMaersk　SeaLand／P＆O
　　　　Nedlloy／　MSC
　さらに、2005年10月、Grand　AllianceとThe　New　World　Allianceカ§基幹航路（アジ
アー欧州航路、アジアー北米航路）において、2006年春より業務提携することを発表した。
20◎5年5月のA．P．　Moller一見aerskによるP＆O　Nedlloydの買収で、　P＆O　Nedlloydはそれま
で構成していたGrand　Allianceから2006年2月に脱退することとなっていた。このP＆O
Ned11◎ydの脱退を受け、　Gra磁Allianceは経営資源が大幅に減少する。そこで、今後も拡
大傾向が予想されるコンテナ荷動きへの対応と聖なるコスト競争力の強化を目的としてこ
の業務提携がなされたと考えられる。これは、世界の主要海運会社計7社（NYK／Hapag－Lloyd
／00CL／粗SC／MOL／APL／㎜）による提携となり、定期コンテナ船共同運航に関する世界
最大規摸の業務提携となった。
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2．3　定航海運のM＆Aとその現状
M＆Aの定義
　M飴（Mergers　and　Acquisitionsの略、エムアンドエー、エムエー）とは、直訳すれば企
業の合併買収のことをいい、一般的に企業の合併（2社以上の企業が契約によって実質的
に1社に統合すること）及び買収（株式取得、増資引受、株式交換等によって50％超の株
式を取得すること）を総称して言う。つまり、対象企業の株式を取得すること（株主総会
における議決権の獲得）によって当該企業の経営に参加すること、ないし経営を支配する
ことである。以下にM蹴の概念図を示す
?、???????????????????????????????…?
????
?｝
?｝
1．メ
?????
??????????????
?
???????
企業買収
狭義のM＆A 富｛雛灘
　　　　融鰐蟹翁｛
　　　　鰍収：分部
　　株式の
　持ち合い
　合併企業
　　の設立
「莫筒「開発「
L技術提携、
10EM提携’
L販売提携1
　　　　　　　注＝日本M＆Aセンター資料より
図2・2M＆Aの概念図（29）
M＆Aの概念図（図2－2）を見るとわかるように、狭義のM融では企業の合併、買収など
がある。広義のM鳳というと、事業譲渡（企業の資産、従業員、商権などを一体として譲
り渡すこと、ないし譲り受けること。）、資本参加（買収と同様に株式を取得するがその比
率が50％以下の場合。）、株式の持ち合い（複数の株式会社が、お互いに相手方の発行済株
式を保有する状態をいう）など、企業の経営権を左右する現象を広く含めてM飴と定義す
ることができる。本研究においては、M融を「買収」、「合併」とみなす。
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定航海運のM蝕とその現状
　定航海運業界ではこれまでにも数多くの瞼A（買収・合併）を繰り返してきた。（表2－3）
例えば、1999年デンマークの大手海運会社Maerskによる米大手SeaLandの場買収、買
収を行う前には、MaefskとSeaLandとは1995年から北米、欧州、大西洋などの基幹定
；期コンテナ航路ではアライアンスを組んでいた。この買収によって、Maefsk　SeaLand単
体でGfa丑d　AIIiance（5社）、　The　New　Wbrld　Alhaぬce（4社）に匹敵する規模；となった。
表2－3　1990年以降の定航船社の主なM＆A動向く26）
年度 事例 　金額i百万ドル）
葉9丁年ジャパンラインと山下新門島汽船の定航部蛯ｪ合併し、NLSを設立
1995年臼取郵船がNLSを吸収合併
1996年CP　Shi　sがGastを買収
P＆OC。ntai携er　Lines（英国）とR。yal
medlb　d（蘭）
Ha翻n　Shi　in（韓国）がSenator　Lines（独）を買董997年CP　ShipsがLykes　Li目esを買収 35
CP　ShipsがC磁ship　C。就ainerli湾esを買収1准0
NOL（シンガポール）がAPL（米国）を買収 825
CP　Shi　sがlvaran　Linesを翼収 29
Ever　reenがLI。　d　Triestino（伊）を買収
1998年Hambur　sudがAliancaを買版
CP　ShipsがANZDLを買収 110
CGMがANL（豪州）を買収 6
A．P．Moller－MaerskがSa伽arineを買収240
CSAV（チリ）がMontemarを買収1999年A．P．Mol［er－MaerskがSeala記Service（米国）を
ヮ福ｵ、Maersk　SeaLahdを設立 800
2000年CSAVがNorasia　Li腕e（スイス）を買収
CP　Shi　sがltalla　di　navi　azi◎肥を茸雲402002年Wanhal　Li腕eがTrans　Paci飴Linesを買収
2003年Hambur　sud（独）がKie拘Hu胸（台湾）を買収
AP，Moller－MaerskがP＆O　Nedllo　dを買収2800
2005年CMA　CGMがDelmasを翼収 600
TUI　AGがCP　Shipsを買収 2100
　表2－3から、1997年と2005年に規模の大きな買収が多数あったことが分かる。そこで、
大型買収（M＆A）が相次いで起こった1997年と2005年を参考にして、その背景や狙いにつ
いて検討していく。
　図2－3は、サイズ別コンテナ船竣工量推移である。図でわかるように、1997年は、1995
年に大量に新造船が発注され、1997－1998年に竣工ラッシュとなった年である。同様に2005
年も、業績が大幅に改善した2003年の大：量発注による竣工ラッシュが始まった年である。
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　　　　　　　　　　図2－3サイズ別コンテナ船竣工量推移㈲
　一方、海上運賃に関しては、荷動きの多い欧米航路の運賃推移に関してみてみると、1995
年をピークとして、1996・1997年は運賃が下落していることが分かる。（図2－4）
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　　　　　　　　　　　　　図2－4　欧米航路の運賃推移（27）
　これは、1990年代にコンテナ船業界における競争が激化したためであると考えられる。
1997年は、アジア出し北米向けの荷動きが増加したことと買収が相次いだことで、運賃の
修復が図られたことによる。2005年については、運賃はほぼ横ばいであるが、2004年以降
の原油高による燃料費の増大（図2－5）、2002年以降の新造船価格の高騰などによるコスト
の増大により、船社の収益が圧迫したことが分かる。1997年と同様に、船社間の競争が激
化する局面で経営効率の低い船社1と対して、2005年も買収が相次いだと見ることができる。
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　　　　　　　　　　　　図2－5原油・燃料価格の推移（27）
　よって、2005年は、合併の相次いだ1997年と背景が似ていたといえる。船社は、供給増
による需給緩和を懸念し、自社の支配船腹量を新造船によって純増やせず、荷主が付いて
いる他社のスペースを買収によって獲得しようとしたことがいえる。大型M融が起こる時
の共通点を次にまとめる。
【背景】
・好況時に大量発注した新造船の竣工ラッシュがスタートする。
・原油価格の高騰による燃料費などのコスト上昇により、船町間の競争の激化。
・各船社の間に競争が激化していったために起こる、運賃下落。
【狙い】．
・苛烈な競争を勝ち抜くために、定航各社は船腹受給を悪化させることなく自らの支配
　船腹量を増やすべく、トレードシェアの拡大により荷主への発言力を増し、運賃下落
　により能動的に対処できることを図る。つまり、船腹受給を悪化させずに支配船腹量
　の拡大が可能となるのである。
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2．4　研究対象とするM＆Aの紹介
　本節では本研究の研究対象となる買収船社と被買収船社はどのような会社であるのかを
簡単に紹介し、そしてこれらの大型買収はどのようなプロセスで行われたのかを調べた範
囲で紹介することとする。
NOL（シンガポール）と鯉L（米国）の紹介
　Neptu漁e　Orient　Lines　Li魏ited（NOL）は門門、タンカー、バルク・キャリア・サービス
を提供するシンガポールを代表する海運会社である。1997年11月に米国第2のコンテナ三
社A撚erican　Presideut　Lines（APL）、　APLを傘下に収めたことにより、運航船腹は113隻
（うちコンテナ船隊が76隻）に増加した。買収前は世界第16位だったNOLグループは、
運航船隊で世界の5本の指に入る海運会社となった。
　コンテナサービス部門では、APLを傘下に収めたことにより、　NOLのコンテナ輸送ネット
ワークはさらに広がり、APLのブランド名の下に、北米、欧州、アジア、中東、豪州の各航
路でサービスを行っている。APLを買収したNOLはGrandアライアンスを離脱し、商船三井、
脳Mと提携し、The　New　Worldアライアンスに加わることを発表した。
　チャーター・サービス部門では、タンカー、バルク・キャリア及びフィーダー・コンテ
ナ船を長期傭船し、ウェット又はドライ・バルク貨物などをスポット傭船の形で輸送して
いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．1
P＆OContainer　Lines（英国）とRoyal　Nedlloyd（蘭）の紹介
　P＆0は海運事業・非海運事業のいずれも多角的経営する大規模企業集団である。Nedlloyd
はオランダの名門海運企業である。1997年1月にNedllQydとP＆0の両社のロンテナ海運部
門を統合し、P＆ONedlloydとしてのオペレーションを開始し、コンテナ船99隻の大船隊と
なった。このM齢の結果、P＆0醗dlloydは当時の中国のCOSCOに次ぐ世界第二のライナー会
社となった。そして、P＆O　Nedlloydは6月にはGrandアライアンスに参加した。
A。P。　Moller－MaersR（デンマーク）とSeala廻Service（米国）の紹介
　A．P．雑011er－Maersk　Group（デンマーク）はグローバル多元化経営をしている企業である。
1999年7月にAP．モーラーマースク社が8億ドルでシーランドの親会社CSX：Cofporatio11
（貨物鉄道会社）からシーランド・サービスを買収した。買収される前のシーランドは84
隻のコンテナ船隊を世界80ヶ国、120の港に配船し1998年の総収入は39億ドル、営業利
益は1億3300万ドルであった。マースクとシーランドは1996年以来アライアンスを結成、
今回の買収により、支配船腹量の拡大だけではなく、ターミナルやシステムの共有・共同
使用などを通じてコスト合理化とサービスの向上を追求していることを考えられる。
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C漁CGM（フランス）とDe1獄as（フランス）の紹介
　　CMA　CGM（Compagnie厳ariti搬e　d’Affrete膿ent，　Co田pagnie　Generale　Mariti紐e）はフ
ランスの最大手のコンテナ船社であり、世界では第3番目大きなコンテナ船遊としてラン
クされている。2006年までは126ヶ国216の港を76の主要輸送ルートを使って海上輸送を
行っている。Del醗asは、1867年に設立され、認ングロマリットBollore　Group（海運のほ
か、紙、プラスティックスフィルム製造、メディアも進出）の子会社である。南北航路主
体の三社で、仏海運第2位の規模。フルコンテナ船20隻を含め、在来船、Ro／Ro船など
49隻をDelmas／OTAL／Setra醗ar／SudCargosのブランド名にて主に欧州／アフリカ航路に
サービス展開していた。2004年の売上高は8．5億ユーロ（約1150億円）、コンテナ取扱高
52万TEUである。2005年に買収されるまでには世界各地で217営業所を持ち、従業員1200
名、保有船舶52隻中25隻は船社保有で残りはすべて長期傭船契約を結んだ船舶である。
　C漁CGMは2005年9月5日、仏のコングロマリットB◎11Qre　Group傘下の海運子会社で
あるDe1撮as（仏）を買収する契約に調印した。
　買収額はおよそ4．7億ユーロ（約640億円）に上る。買収に当っては、欧州委員会から
の正式承認が必要な上、売却に当りDelmasの再編を迫られている事から、買収完了は2006
年1，月となった。今回の買収には、：Delmas、　OT　A鮒ca　Line（OTAL、英）、Linea　Setramar
（伊）のブランド、Sud　Cargos（仏）の株式50％に加え、　De　lmasの運航船隊コンテナ、
ルアーブル本社ビルが含まれる。
hagag－Lloyd（TUI　AG）とCP　Ships（英国）の紹介
　1970年にHapag社（ドイツ）とNGL社（North　Ger醗an　Lloyd）（ドイツ）との統合が行
われ、1998年にTUI　AG（To㍑istik　Union　Internatioaal　A．　G．：観光業を主業務とするド
イツの企業グループであり、欧州最大の旅行会社でもある）が、Hapag－Lloydの経営権を
所有した。
　TUI　AGは旅行業及び海運業に経営資源を集中させるため、傘下の物流統揺会社である
Hapag　Lloyd　AGの海運以外の物流部門を2004年～2005年にかけてi整理した。その結果、
冠apag－Lloyd　AGには、海運業を担うコンテナ船部門Hapag－Lloyd　Container　Li薮eと客船部
門Hapag－noyd　Cruisesの二丁だけが残ることとなった。さらに、2005年にTUI　AGがCP
SMpsを買収し経営権を所有した。
　　CP　Shipsは1881年に2月16βにCandian　Pacific　Railway法人組織が形成され、1884
年に3隻の船を使ったGreat　Lakesでも船舶輸送ビジネス（Shipping　Busiaess）が始まっ
た。最初のうちには、鉄道建設貨物がほとんどであった。1886年に初めての遠洋航海用の
船がチャーターされ、1964年に初めてのコンテナ船が運航された。1984年にCanadian
Pacificと共同にCanada　Maritimeを設立し、そこから買収を手段として、トップ15の国
際コンテナ輸送事業者となった。
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　1993年から2002年までの9年の間で、CP　ShipsはCanada　Mariti瓶e（1993），Cast（1995），
Lykes　LiHes（米国、1997），　Contship　Contaiaerli捻es（カナタ、1997），　Ivaraa　Lines（1998），
Australia－New　Zealand　Direct　Li聡（豪州、1998），T醐Lines（メキシコ、2000），FMG（2000），
CCAL（2000）とItalia　Line（イタリア、2◎02）の10つの船社を買収した。買収後すぐに
Ivaran，　CC乱とFMGの3つのブランドがリタイアし、　Hapag－Lloydに買収されるまでには
7つの船会社の経営権を所有する海運会社グループであった。
　2005年の4，月までにはCP　Shipsはそれぞれのブランドのもとで事業を展開したが、その
後にブランドの再建が図られ、全てCP　Shipsというブランドでサービスを提供されるよう
になった。
　2005年にCP　ShipsはTUI　AGに買収されることになり、買収後Hapag一：Lloyd（ドイツ）
との事業合理化が行われた。
Maersk　SeaLand（A．　P．　MQller－Maersk）とP＆O　Nedlloydの紹介
　A、P．　Moller－Maersk　Groupは125ヶ国以上に事業所を持ち、世界各地で約11万人を雇用
している。A．　P。　MoUer－Maersk　Groupの所有船舶1◎◎G隻以上、コンテナ船、タンカー、ガ
ス運搬船、車両運搬船、供給船、特殊船、ボーリング船を含み、他にも関連会社の所有す
るサルベージ船、タグボート、特殊目的船などがある。A．　P．頽◎ller－Maersk　Groupは、船舶
事業に加え、ロジスティクス、石油とガスの探査と採掘、造船、航空産業、製造業、コン
テナターミナルの投資と管理、小売り（スーパーマーケット）、情報技術システムなど多岐
に渡り事業を展開している。P＆O　Nedlloyd　Container　Lineは、　P＆0（英）とRoyal　Nedlloy
N．V．（オランダ）の50％：50％の合弁企業であった。
　2005年5月、A．　P．　Moller－MaerskはP＆O　Ned丑oydの買収を発表した。買収条件は
P＆ONedUoydが発行している株式を、1株当り57ユーロ、総額23億ユーロ（約3100億
円）で買収するもの。
　　買収により2006年2月にPONLはGrand　Amanceを脱退し、　Grand　Allianceのメンバ
ー船社であるNYK償本）、Hapag－Lloyd（ドイツ）、MISC（マレーシア）、00CL（香港）は、
PONL（オランダ）がアライアンス脱退通知を受け、脱退後の新サービス網の確保、また2006
年の貨物輸送需要の増加に対応するため、東西3航路（欧州航路、北米航路、大西洋航路）
に合計64万TEU、112隻の船隊を投入し、同メンバー4社のキャパシティを14％程度増加さ
せた。（謝
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2．5本章のまとめ
　本章においては、定航海運の現状と歴史を紹介し、アライアンスとM飴の変遷と現状に
ついて述べた。
　市揚経済浸透、経済のグローバル化やIT革命がアライアンスと臨を加速させた、特に
定航海運界において、海運同盟の崩壊や、米語海運法の改正による独禁法の適用除外も見
直されるようになり、さらに規模の経営の拡大により、アライアンスの再編や大型買収に
よる寡占少数化が進んでおり、世界をカバーできる輸送ネットワークの確立や船社経営規
模拡大の確保のため、船社の経営にとって、ますます難しくなってくる。
　より厳しい競争の時代において、船会社がいかに勝ち残っていくことを重視してきた。
そのために、輸送サービスの質的に向上や灘スト合理化を目指し、経営資源の再配置を行
われていた。第3章では、コンテナ船を用いて定期運航を行う際の基本的な関係式から、
M＆A後に船社の経営資源の再配置手般について検討していく。
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第三章　経営資源の再配置に関する検討
　定航船社は船舶を利用して荷物を運ぶ輸送サービス業であって、自社がもっている船隊
を特定の航路で運航することによって、荷主に船腹スペースを販売している。つまり、船
社の運営する船舶・航路は生産と販売に直結する経営活動であり、最も重要な経営資源で
ある。現代の定航海運においてはグローバル・サービスを提供することが競争力の強化に
役立ち、多様かっ高度な荷主のニーズに対応することとなる。したがって、M＆Aにより獲
得した経営資源をどのように配分したら、経済的かつ効率的な輸送サービスを提供できる
ことは船内にとって重要となる。本章では、M＆A後に経営資源の再配置が船社の経営に及
ぼす影響を明らかにし、さらに、経営資源を再配置する時に選択した基本手段を纏めてお
く。
3．1　定航海運における基本式
　経営資源の再配置を検討するためには、コンテナ船の運航形態を知る必要がある。一般
的には、地理的に大規模なサービスを展開する定航船社が定期的に船舶を運航させるには、
次の四つの運航形態がある。
①直行型
　　貨物の仕出し港から目的地へ直接運航する。短時間で貨物を届けられるが、貨物が少
　なければ船内スペースが余り、非効率となる。
②ハブ・アンド・スポーク（Hub　and　Spoke）型
　　ハブは車輪の中心を言い、スポークは中心から放射状に伸びる車幅のことを言う。貨
　物を大規模港に一旦集め、大規模港から各港にフィーダー船によって運ぶ形態である。
　　各港からハブ港（各地から貨物が集まる、中継・中枢コンテナ港湾）に貨物を運び、
　大型船によってハブ港からハブ港に運送する。大型船に貨物を多く集めることとなり、
　船内スペースの空きが少なくなる利点がある。また、小型船で何度も運ぶことをせず、
　大型船を使用して一回で運ぶことなり、経済性が効率化される。大型船で一門運ぶため、
　隻数の節減にも繋がる。
　　　反面、ハブ港からハブ港への便数が少なければ、運送時間を要することとなる。ま
　　た、荷役回数が増えるため、時間と荷役費用は増加することとなる。
③巡回型
　　　複数の港を回る運航形態である。複数の港を回ることによる集荷が見込める。反面、
　　多くの港を園ると、貨物を届ける時間が長くなる。
④振り子航路
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　　　A港一B港一A港と、振り子のように行き来する運航形態である。大規模港を行き来
する効率性に加え、隻数の削減効果もある。
　定航船社が経営資源を再配置することにより、ハブ港に貨物を集めることができ、ハブ・
アンド・スポークを効率的に行える。また、隻数が増え、一航路当たりの寄港地を減らし
て貨物を早く届けることが可能となる。この点は、後の3．2節において説明する。
皿コ㎜．
口国コ㎜● の
圃●
　　　　　　　　　　　　　図3－1　コンテナ船の運航の例
　図3・1はコンテナ船の運航の例を示す図である。定航船社は航路別の荷動き状況が異なる
ことから、寄港地、寄港回数、投入隻数及び船の積載量を決め、各港への定曜日寄港する
ことにより、安定的な輸送を実現する。
　ここでまず、コンテナ船を用いて定期運航を行う際の基本的な関係式について説明する。
式（1）から式（3）は、航路をサービスする船隊を表す指標（船腹量と積載能力）と運航
を表す指標（寄港回数）の三つの指標の関係を示したものである。
ルf＝研×1＞・・・・・・・・・・・・…　式（1）
ノ。c　　・…
　　7（P）
　　　D
α＝：　　　　　●　’　●　●
　　ノ×〃
・・・・・・・・… @式（2）
・・・・・・・・… @式（3）
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　これらの式で使われている記号は、以下のとおりである
M：船腹量：（TEU），W：積載能力（TEU／隻），N：隻数（隻）
α：積載率（％），　D：輸送需要（TEU／年），f：寄港頻度（隻／年）
T（P）：1航海時間（日），　　　　　　　　　　　P：寄港回数
　式（1）はある航路の船隊が有している輸送能力を示している。式（2）は投入隻数と各
港の寄港頻度、ならびに航路を1航海（つまり航路を1周）する所要時問（つまり、1航海
時間）の関係を示している。この式から、一定の隻数でサービスをするときに、航海時間
が増えると寄港頻度を下げる必要があることがわかる。式（3）は貨物の輸送需要と船社の
輸送能力の関係を示しているが、需要に比べて供給能力が大きいと、1隻の船一杯に貨物が
積まれることは無理となってくる。この積載量の程度を積載率と呼ぶ。
　定航船単側としては、単位あたりコストの低減、多様な荷主のニーズを対応することに
よる増収（運賃の高額な特殊な貨物の運搬や3PL事業など）、仕事を行う地理的範囲の拡大、
集荷をする港の増加などで、競争力強化・収益増加を求められる。
　また、荷主側としては、運賃の低下、所要時間、寄港四一（荷主の希望する地域に届け
られる）、寄港頻度を求めている。
　荷主へのサービスを強化しながらも、コストを劇減する必要がある。定航船社がより高
階なサービスを荷主に提供すればよい。しかし過剰なサービス水準は巨額の設備投資を必
要として採算性は悪化し、逆に、より脂質なサービスでは集荷量が減少して、同じく採算
性が悪化する。したがって、採算性に合う輸送サービスを提供することが難しいといえ、
需要に見合う船隊を確保し、経済的かっ効率的な経営資源の再配置が重要となる。
3．2経営資源の再配置が経済性とサービスに与える影響
　本節では、3ユに述べた三つの式に基づいて、経営資源の再配置による各指標の変化が定
航船祉の経済性とサービスに与える影響を考察していく。
　例えば、ある航路で、より多くの貨物を獲得するために、多くの港に寄港しようとする
と、その分の入出港時間と荷役時間が増える。更に多くの港に寄ることはいわゆる寄り道
をすることになり、そのため余分な航海時間が発生して、結局、航海時間が増加する。こ
の結果、貨物の仕出し港から仕向け港までの所要時間が増えて荷主へのサービス低下とな
る。しかし船社の経費に関しては、このことは決して好ましくないとはいえない。引く2）
から、1航海時下丁（P）が増加するとき、もし隻数Nを増やさなければ、もう一つのサービ
ス要素である寄港頻度fを低下させることになる。しかし、この寄港頻度fの低下は、貨物
をある一定期間集めておいてまとめて輸送（つまり見かけ上、Dを増加させる）すること
になり、結果として式（3）から、積載率αが向上して経済性の向上につながる。このこと
自体は罵言にとっては歓迎すべきことになる。
29
　一般に、多くの小型船を投入することよりも少ない大型船を投入したほうが、規模の経
済性が働いて全体の費用を抑えることができる。このことは先の式（3）を用いた考察から
も言えることである、しかし、このことは船腹量が一定であれば隻数の減少となり、結局、
先に述べたように、式（2）から寄港頻度の低下を招くことになる。このような寄港頻度の
低下は荷主にとっては決して好ましいことではない。これらを纏めると、船社にとって好
都合であることが必ずしも荷主にとっても良いとは限らないということである。ここに航
路運営の難しさがある。表3－1に、船腹量、積載能力、寄港園数の3指標が経済性及びサ
ービスに与える影響をまとめる表である。
表3－1経済性及びサービスの向上策
経 サービス方策の種類 積載能力 1航路あｽり寄航 船腹量 ・度 ｝乱 翻，度 所　時閉
大型化 △ ▼
経済性の向上策 増加 △ ▼ ▲
滅少 △ ▼
小型化 ▼ △
サービスの向上策 減少 ▼ △ ▽
増加 ▼ △
注：表中の三角形は指標の増減を表し、△は増加、▽は減少を表す。なお、経済性及びサービス向上を
註Fで、低下を黒色で表すで表す。
　　表3・1の示すように、積載能力（船型）、寄港回数、船腹量という指標の変化によるそ
れぞれサービスと経済性を向上できることが分かる。定航船祉がM＆A後経営資源を再配置
する際にさまざまな制約条件を考慮しなければならない。例えば、積載能力の大型化は輸
送需要の増大と合わせて実施する必要がある。また、寄港回数の増減は寄港頻度に影響を
与えるため、ウィークリーサービス（毎週1回定期配船を行うサービス形態をいう）を原
則としている丁丁海運の運航に合わない。このため隻数の増減と合わせて実施する必要が
ある。
　以上のことを踏まえ、表3・1に示す関係をもとに、定航船社が経営資源を再配置するとき
に実行可能な手段について3．3にまとめ、考察する。’
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3．3　定航船社の経営からみた経営資源の再配置手段
定航船社がM＆A後に経営資源の再配置手毅について纏めた結果を表3・2に示す。
表3－2基本的な再配置手段
輸送需要
??
手段
l」、・
四
五
制，，・　三
六
　　　　制、。　旧
注：表中の三角形は指標の増減を表し、△は増加、▽は減少を表す。なお、経済性及びサービス向上を白色「
　低下を黒色で表す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　サービス1航路当た 　　　　経済性積載能力　　　　　　　　　　　船腹量　　　　　り寄港回数　　　　　　　　　　　密度　　　　　　　率　　 　　。港’度　　　　　所要時間
　　饗化　　　　　　　　　　　　　　　△　　　　　　　　　　　▼
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△　　　　　▽　　　　　　　　▼　　　 亀 ’、
　　　　　　　　　　　　加　　　　　 　　　　　　　　　▼　　　　　△
大型化による密度の経済性の向上及び寄港地響の滅少による所要時間の短縮を図る
　大型化　　　　　　　　　　　　　　　　△　　　　　　　　　　　▼
　　　　　　　　　　　　加　　　　　 　　　　　　　　　▼　　　　　△
船舶の大型化による密度の経済性の向上を図る
　大型化　　　　　　　　　　　　　　　　△　　　　　　　　　　　　▼
　　　　　　　加　　　　　　　　　　　　　　　　　△　　　　　▼　　　　　▲
　　　　　　　　　　　　加　　　　　 　　　　　　　　　▼　　　　　△
大型化による密度の経済性の向上及び寄港：地の増加による積載率の向上を図る
ウィークリーサービスを満たすため、追加で船舶を投入する必要
　ノ、灘化　　　　　　　　　　　　　　　　▼　　　　　　　　　　　△
　　　　　　減少　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△　　　　　▽▼
　　　　　　　　　　　　加　　　　　 　　　　　　　　　▼　　　　　△
寄港地を限定し、高速・多頻度のサービスを提供する。
　’、型化　　　　　　　　　　　　　　　　▼　　　　　　　　　　　△
　　　　　　　　　　　　加　　　　　 　　　　　　　　　▼　　　　　△
隻数を増やし航路増設によって寄港頻度の向上を図る
航路増設が必要
　小型化　　　　　　　　　　　　　　　　▼　　　　　　　　　　　△
　　　　　　　加　　　　　　　　　　　　　　△　　　　　▼　　　　　▲
　　　　　　　　　　　　加　　　　　　　　　▼　　　　　△
寄港地を増やして貨物を集荷し、これにより積載率の向上を図る
寄’頻度の相殺により待ち時間は域しないが一部のξ間で航海時聞の延長が必要
　図3－2に示すように、経営資源の再配置手段を大きく六つの手段を考えられ、それぞれ次
のような経済性やサービスの向上を狙った船舶の再配置である。
　【手段一】
　船舶の大型化による密度の経済性を高め、単位輸送量あたりのコスト低減による経済性
の向上を図り、また、寄港地墨の減少による所要時間の短縮を狙った手段である。大型化
による積載率の低下を輸送需要の堅調な増加により補うことができれば、経済性とサービ
スを併せて、配慮する手段となる。なお、この手段の採用には積載率の低下を防ぐために
輸送需要の増加が必要である。
　【手段二】
船舶の大型化による密度の経済性を高める方向で、単位輸送量当たりのコスト低減によ
る経済性の向上を目指す手段である。また、手段一の輸送需要の増加分と比べると、そん
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なに増加しなくても、経済性の向上を可能となる。
　【手段三】
　船舶の大型化による密度の経済性の向上を図り、また、寄港地を増やして貨物を集荷し、
これにより積載率の向上を狙った手段である。これは船舶の大型化により積載率が低下す
る際に採用される手段である。なお、航海距離が増加するため、追加で船舶を投入しウィ
ークリーサービスを満たす必要がある。
　【手段四】
　荷主の在庫削減を考慮した手段である。これは一部の寄港地を限定した特定の航路にお
いて、高速かっ多頻度の輸送サービスを提供するものである。このようなリードタイムの
短縮は、サプライチェーンにおいて非常に需要であり、船会社が3PL（3fd　Pafty　L◎gistics）
：事業者として荷主を獲得するための大切な視点の一つである。なお積載率の関係から、経
済性を著しく阻害することなく多頻度の輸送を可能とするために小型の船舶の活用が考え
られる。
　【手段五】
小型の船舶を利用し、配船隻数を増加させて、航路数の増設さらに寄港頻度の増加を図
り、荷主へのサービス向上を目指した手段である。
　【手段六】
寄港する港の数を増やすことによって集荷増を図り、積載率の向上による経済性を高め
る手段である。これは輸送需要の増加が減速する際に小型の船舶を利用し、積載率を高め
る手殺である。
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3．4本章のまとめ
　定航海運の基本式から、船腹量、一航路当たり寄港回数、積載能力といった指標が定航
海運の経済性とサービスに影響することがわかった。
　経済性の向上策としては船型の大型化、1航路当たり寄港回数の増加および船腹量の減少
である。サービスの向上策としては、船型の小型化、1航路当たり寄港回数の減少及び船
腹量の増加である。
　定航船社がM＆Aにより、新しい経営資源を獲得するが、これらの経営資源を再配置する
ときにさまざまな制約条件を考慮しながら、経済性あるいはサービスの向上策を実施する
必要がある。そこで、鰯約条件を考慮した上で、定航船社がM＆A後に経営資源を再配置す
る時に、実施する可能の手段を大きく六つに整理した。
　4章においては、経営資源の再配置の特徴を分析するためには、過去のM＆A事例を取り
上げて、各M＆Aに対して航路区分ごとの再配置手段を分析する必要がある。これにより、
各航路区分において、経営資源の再配置の特徴を考察し、さらに、M＆A前後に経営資源の
変化により、各M＆A事例をグループ分け、各類型のM＆Aに関して、経営資源再配置の特
徴を考察する。
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第四章　隠《事例からみた経営資源の再配置の特徴
4．1　過去の閉＆Aの特徴
　過去のM齢の特徴を明確化するためには、M齢を実施した定航船社の経営資源力潮＆A前後
にどのように変化したかを明らかする必要がある。本節ではM融を実施する企業に対して、
M＆A前後の隻数・船腹量・船型など船舶に関わる要件と航路数・寄港数・寄港地など航路に
関わる要件を比較し、さらに買収会社と被買収船社の輸送ネットワークの特徴を分析する
ことから、経営における凪Aの狙いを検討していく。実際のデータの比較とM齢の狙いを
基づいて、過去のM融の特徴を示す。
　使用するデータは嘘際輸送ハンドブック」である。国際輸送ハンドブックには、航路
のデータ、及び航路毎の就航船舶についてのデータが記載されている。航路区分、アライ
アンス名、船社名、配船間隔、寄港回数、寄港地、船名、船速、積載量、建造年などが記
されている。
　表4－1はM齢前後に船社の経営資源を記している。各M＆Aを実施した船社のM飴前後の
船腹量、船舶の隻数、平均積載量、航路数である。
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表4・1M＆A前後に各船社の経営資源（06卿17）
QQｿ
項圏 配船地域
1996年
mOL
1998年
`PL
1998年
lAERSK
2000
lAERSK
r巳ALAN
1996年
o＆0
1996年
med縫。　d
1998
o＆Oned薩
?
2004年
gAPAG
2006年
gAPAG
2GO4
lAERSK
rEALAN
2006
lAERSK
kI E
2004
bMA
bGM
2006
bMA
bGM
アジア⇔北” 14 26 25 58 0 2 6
?
26 57 69 14
?
アジア⇔　” 0 0 0 0 0 7 10 0 4 0 29 7
???（?）
東アジア⇔欧州 8
｛?
26 50
?
14
? ?
η 50 74 43 48
アジア⇔アフカ 0 2 5 5 4 6 14 2 2 5 38 0
?
東アジア⇔中東・西アジ 0 4 o 4 0 G 0 ? 3 ? 10 2 5
東アジア⇔東南アジァ 3 37
? ?
0 0 0 2 0 6 5 ? 0
東アジア⇔北米 39100102987葉03040253553 0 6348壌9077905壌3121234245446341717＊16493467166
アジア⇔　w 0 0 0 0 0 11564193880 17006 096052＊葉 1253941469＊1
東アジァ⇔欧州 3403439103130967263858554094835壌 9408262368羽3498292114＊84962＊183591263713＊2
（T船
d腹???菓アジア⇔アフリカ 0 5044 8390塗6001 6734 8840245103317 4646 1601699321＊1 0 36979
アジアぐ今　・西アジ 0 歪6棚 0 壌0395 0 0 0 1524 5050 515 66836631314277
東アジア¢》菓南アジア 1023314491859037929 0 0 0 2808 0 6959105971645 ?
東アジア⇔北米 4 5 3 6 0 1 2 5 6 8 9 5 5
東アジア⇔南米 0 G 0 0 0 1 1 0 1 0 4 2 3
アジア⇔州 3 4 4 5 3 4 5 6 6 6 9 8 7一航????
東アジア⇔アフリカ 0 1 1 1 2 2 7 1 2 2 8 0 3
アジア⇔　・西アジ 0 1 0 ? 0 0 0 1 3 1 1 1 1
アジア⇔　アジア 1 26 10
?
0 0 0 2 0 2 2 1 0
一平
T均
E積
u載
＊11隻の船型が不明
＊22隻の船型が不明
　1997年NO：しによるAPLの買収
　表4・2は買収を実施する前の両船社の各航路に配船する船舶の船腹量が該航路における
総船腹量に対する比率である。
表4－2　1996年度NOLとAPLの航路現況と船腹割合（。7）
NOL
APL
North　Amerlca
　　5．73％
　　7．42％
S◎uth　Americ　　　Eur◎e
　　O．00％　　　　　　　　5」3穐
　　α00％　　　　　0．00％
f ica／Oceani
　O．00％
　α00鷺
W．＆S　ASla
　OOO％
　0．00％
Southεasもへsi
　　2．36％
　52．22％
　表4－2より、NOLは主要航路である北米・欧州・アジア域内にコンテナ船を配船し、こ
れに対し、買収対象船社とするAPLは北米とアジア域内に配船している。特に、アジア域
内航路については全世界船社の中で半分以上を占め、最も強さを持っていることが分かる。
以上のことにより今圃の買収は、NOLが自社の運航する航路と類似しているAPLを買収
することを通じて、自社の運営している航路に更に競争力を強化することを狙ったものを
考えられる。
　買収後、NOLは5航路区分で運航を行っており、その中で顕著に増加するのは順に東南
アジア航路に34隻増で37隻となり、北米航路に12隻増で26隻となる。航路数もこの順
で多い。特に航路数は東南アジア航路が26本で、2位の北米航路の四倍である。また、ア
フジカと中東・西アジア区域にそれぞれ1航路を新設し、それぞれ2隻と4隻の船舶を投
入し、新しいサービスを提供することが可能になった。船腹量から見ると、総船腹量の半
分以上に占める北米航路が一番多く、102千週目Uである。次は欧州航路と東南アジア航路
がそれぞれ39チTEUと31千TEUである。平均積載量の変化は欧州航路では4354EU
から3910TEUまでちょっと減少した以外に、アフリカ、北米航路とも大型船を就航させて
いる。これらのことから、NOLはAPLを買収した後に東南アジア航路と北米航路を主力
航路とする。東南アジアでは小型船による高密度の就航を行うことにより範囲の経済性を
図り、そして、これに基をした北米航路で大型船による規模の経済性を追求していると言
える。
1997年P＆0とNedlloydが合併
　表4－3は合併を実施する前の両船下の各航路に配船する船舶の船腹量が該航路における
総船腹量に対する比率である。
表4－3　1996年度P＆0とNedllQydの航路現況と船腹割合（07）
　P＆O
N9）LLOYD
North　America
　α00％
　0．93鷺
South　Arγ奪eric
　OOO艶
　13韮9％
匠uro　e
836％
729冤
frlca／Oceam　W＆S．　Asia
　533％　　　　　000％
　7．00％　　　　　　　　0．00鶉
outhε stASia
　OOO％
　000髭
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　表4・3より、P＆0とNedlloyd両社が合併前ではアジア⇔欧州とアジア⇔アフリカ航路
で強さを持っているし、合併により更に競争力を強化することを狙ったものを考えられる。
　P＆0とNedlloydの合併によりできたP＆ONed恥ydという会社は、合併後にそのまま
元の4航路区分で運航を行っており、新しい区域で航路を開設しなかった。もとから強さ
を持っている欧州航路とアフリカ航路に船隊規模及び船腹量を拡大し、平均積載量も応じ
て増加した。欧州航路では21隻となり、船腹量が総船腹量の半分以上に占め94千TEUで
ある。アフリカ航路では7航路で14隻となり、船腹量が倍増で24千TEUである。これら
のことから、P＆0とNedloydの合併は自社と同じな強さを持っている吟社を選択し、合
併によりWin・Win関係を築くことを期待する。アフリカ航路と欧州航路では更に競争力を
強化し、規模の経済性を追求すると言える。
　1999年MaerskによるSeaLalldの買収
　表4・4は買収を実施する前の両船社の各航路に配船する船舶の船腹量が該航路における
総船腹量に対する比率である。
表4－41998年度MaerskとSeaLandの航路現況と船腹割合（09）
MAERSK
SEA－LAND
North　Amerlca
　10．27％
　6．60％
South　Americ
　O．00瓢
　000鶉
E姻r◎e
1273％
4．97孫
frica／Oceani
　456％
　000％
W．＆S．ASIa
　O。00％
　960鶉
Soし詫hEastAsia
　445鶉
　　170％
　表4・4より、欧州船難であるMaefskは主要航路である北米、欧州に数多く（10％以上）
配船しており、これに対し被買収会社のアメリカ同社SeaLandは上述の区域に5％くらい
配船している。単純に累積すると買収後に主力航路としての北米航路と欧州航路の船腹割
合は15％くらいまで拡大できる。
また、Maerskが配船していない中東・西アジア区域に対しては買収後に、航路を運航する
ことが可能になった。
　買収後に、MaerskSeaLandは5航路区分で運航している。その中で北米航路、欧州航路、
東南アジアに隻数が20隻以上に増加した。それぞれ、58隻、50隻、41隻である。航路数
を見ると、東南アジアが11本増で21航路になり、最も多い。3大基幹航路すべて対して、
船隊規模；を拡大し、競争力を強化することを分かった。船腹量は欧州航路、北米航路、東
南アジア航路の順で多い。また、平均積載量は北米航路、欧州航路、アフリカ航路とも大
型化し、規模の経済性を追求しているということができる。
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　2005年CMACGMによるDelmasの買収
　表4－5は買収を実施する前の漕船社の各航路に配船する船舶の船腹量が該航路における
総船腹量に対する比率である。
表4－52004年度C漁CGMとDel斑asの航路現況と船腹割合（15）
CMA　CGM
Del陪as
North　Arner藝ca
　3」8％
　α00％
South　Arner量。
　4．66％
　α00％
Euro　e
9。25瓢
0，00鶉
frica／Ocea目i
　OOO％
　594％
W．＆SAsia
　2．19％
　000％
SouthEastAsia
　Oβ7％
　0．00％
表4・5よりDelmasは船腹量が少なく、南北航路を主体とする船社である。アフリカ区域
において6％くらいを占めており、CMA　CGMはアフリカにおいては配船なく、他の5航
路区分に少なくとも配船している。欧州区域と北米航路が主力であるため、アフリカ航路
への進出に遅れたCMA　CGMはDeh数asを買収することにより同航路の強化を図り、更に
全世界を対象とする輸送ネットワークを構築することを可能になった。
　買収後、東南アジア航路以外の5航路区分を運航しており、東南アジア航路には集荷競
争が厳しく、運賃が乱高下するため（37）該区域にサービスを撤退した。主力としての欧州航
路と北米航路において船腹量が最も多い、それぞれ263千TEUと67千TEUになった。
航路数もこの順で多い。平均船腹量を見ると、欧州航路と北米航路では、すべて5000TEU
以上の大型船を投入し、規模の経済性を期待することを考えられる。また、今後、アフリ
カ諸国の経済が成長し、海上荷動き量が増加することを期待する。アフジカ区域において
は21隻の船舶を投入し3航路を新設した。
　2005年HAPAGによるCPShipsの買収
　表4－6は買収を実施する前の両船脚の各航路に配船する船舶の船腹量が該航路における
総船腹量に対する比率である。
表4－62004年度盟’AGとcPshipsの航路現況と船腹割合（15）
HAPAG
CPS同s
No随h　Amer［ca
　4．43％
　τ．25％
South　Amerlc
　OOO篇
　646％
匠uro　e
314鷺
000％
fr【ca／Oceaal　W．＆S　Asla
　准22鶉　　　　　　　　053％
　096瓢　　　　　　　　053鶉
SouthEastAs薯a
　O63％
　0．00鶉
　表4・6より、買収前ではCPShipsが南米区域を主力として配船し、これはCPShipsの強
みともいえる。しかしながら、アジア発貨物の急増のなか、欧州区域においては配船しな
かった現状であった。これと相反でH：APAGは欧州と北米航路を主力として配船し、南米
区域において配船しなかったことも分かる。したがった、HAPAGは今園の買収することに
よって自社の輸送ネットワークと補完性を持つ南米航路を獲得することができ、さらに市
場シェアを拡大し、全世界輸送ネットワークを構築することを可能になる。
　買収後、HAPAGが南米航路において4隻の船舶を投入し1航路を新設した。グローバ
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ル・サービスを展開することを分かる。また、欧州航路と北米航路において、それぞれ6
隻と7隻の船舶を増加し、17隻と26隻になった。船腹量もこの順で多い。それぞれ、113
千『TEuと121千TEuである。これらのことから、HAPAGがcPshipsを買収することに
より、全世界輸送ネットワークを構築し、さらに主力航路の北米航路と欧州航路において、
船隊規模を拡大し、規模の経済性を追求することを言える。
　2005年MaerskSeaLandによるP＆ONedlloydの買収
　表4－7は買収を実施する前の両船社の各航路に配船する船舶の船腹量が該航路における
総船腹量に対する比率である。
表4－72004年度MaerskSeaLaadとP＆ONedlloydの航路現況と船腹割合（15）
MAERSKSEALAN
　P＆Oned羽。　d
No「th　Arnerlca
　1202％
　484％
South　A階erlc
　OOO％
　で206鶉
Euro　e
1515％
513鶉
frica／Oceanl
　5．89％
　10」1％
W＆S　ASIa
　O18％
　587％
South巨astASIa
　156％
　027％
　表4・7よりMaerskSeaLa丑dは主要航路である欧州・北米に数多くのコンテナ船を配船
していることを分かる。これに対し、P＆OnedlloydはMaerskSeaLa独dが相対的に弱い区
域である南米・アフリカ・中東・西アジアに数多く配船していることを分かる。以上のこ
とから、MaerskSeaLandは自社と補完性をもっている船社を買収することにより、グロー
バル・輸送サービスを構築することを目指し、さらに市場シェアを拡大し、全世界輸送ネ
ットワークを構築することを可能になる。
　買収後、Maeτskはすべての航路区分に運航を行っており、南米航路において29隻船舶
を投入し、4の新しい航路を開設し、グローバル・サービスを展開することを分かる。アフ
リカ航路において、船腹量と隻数も顕著に増加し、33隻増で38隻になり、船腹量が99千
TEUになった。また、もとから主力航路としての欧州航路と北米航路において、それぞれ
24隻と12隻増で、74隻と69隻になった。船型も大型化し、平均積載量は6000TEUと
5000TEUとなり、規模の経済性を追求する同時にサービス地域の拡大によるサービス質的
に改善することを目指す。
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4．2　主要航路の再配置手段の特徴
　本節では、M＆A前後に各航路匿分に投入している経営資源を比較分析することから、主
要航路の再配置手段の特徴を検討する。そのため、比較指標を確定する必要がある。
　柳澤の研究（04）により、定航船社の経営資源に関する検討を行うとき、「規模」、ギ船舶」、
「航路」の三つに関する指標に分類できる。また、船腹量、コンテナ船の積載量、寄港回
数の三つの指標は各分類を代表することができることを示した。本研究において、買収の
揚合は買収側の船社を対象とし、買収前後を姥較し、合併の場合は合併前に両船社の平均
と合併後の船社を比較する。各船社がM＆A前後の船腹量、コンテナ船の積載量、寄港回数
の三つの指標を用いて、3章に示した経営資源を再配置する時に実行可能な基本手段を基づ
いて、各船社が実際に用いている手段の検討を行う、また、主要航路の再配置の特徴をi整
理する。
　図4－1、図4・2、図4－3は世界で貨物量の多い北米、欧州、アジア域内航路における、研
究対象とする六つのM＆A船社がM＆A前後の船腹量、積載能力、寄港回数の変化を示す図
である。横軸は各弊社の積載能力に対するM＆A前後の比を示し、縦軸は各船社の1航海当
たりの寄港回数に対するM＆A前後の比を示す。そして、図の中に円のサイズの大きさは、
船腹量に対するM＆A前後の比を示す。
　縦軸は、上に移動するほどに、M＆A前より多くの港を回って集荷していることになる。
下に行くほどに、M＆A前より寄港園数が少なく、貨物を早く届けられ、所要時間が短縮す
ることとなる。
　縦軸は、右に移動するほどに積載量がM＆A前より多くなり、単位当たり運航コストの低
減が期待でき、効率的になる。左に移動するほどに、M＆A前より積載量が少なくなり、船
型が小型化し、小規模港湾にも寄港することができるようになる。
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図4－1　各事例がM蝕前後の相対比較（北米航路）（07－17）
　図4－1から、M＆A後に各船町とも船隊規模を拡大され、特にPN、　APL、　MS三社が倍増し
たことが分かる。また、HA、　MS、　cm、　ML、　APL五社がそれぞれ寄港回数を削減し、貨物を
早く届ける高速性を期待している。平均積載量からみれば、PN、　MS、　C融、　APL、　ML五社が
それぞれ、大型化し、単位あたり輸送コストの削減を図る。以上のことより、北米航路に
おいては、三社が経営資源を再配置するときに、船型の大型化と1航路当たりの寄港回数
を削減する特徴が見られる。
　また、再配置手段としては、MS、　CMA、砒、　APL三社が手段一に該当する。　PNは手段三、
HAは手段四である。
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図4－2　各事例がM＆A前後の相対比較（欧州航路）（07－17）
　図4－2より、北米航路と同じように各船社とも、M蝕により船隊規模を拡大され、また、
MS、　m、　ML、　PN、　C照準社が船型を大型化し、密度の経済性の向上を目指す。また、欧州航
路では北米航路と異なり、自社によって寄港回数に対し正反対の手段を用いていることが
分かった。例えば、HAとC搬が寄港回数の増加により集荷増を図っているのに対し、　MS、
ML、　PNが寄港回数の削減により、サー：ビスの向上を図っている。基本の再配置手段はMS、
ML、　PN三社が手段一に該当し、　HA、　C融が手段三である。その他、畑しが他のM＆Aと異なっ
た再配置手段を採用している。船舶の小型化、寄港回数の増加による積載率の向上を目指
し、経済性を高める手段六を採用している。
　図4－3は東アジア域内航路に配船しているAPL、　ML、　MS三社がM融前後の相対比較であ
る。HA、　C融両社がM齢後に東アジア航路において中小船社が過当競争による運賃が乱高下
（37）の原因で撤退した。PNはM＆A後に該区域に配船してない。
　東アジア域内航路は殆ど短距離輸送するため、1航路当たりの寄港回数が少ない。積載
率を保障するためには、寄港回数の削減によりサービスを向上させることは殆ど不可能で
ある。MS、堆両社がM齢前の寄港回数を保持している。　APLが船型を大型化した同時に、
寄港地を増やして貨物を集荷し、積載率の向上を図る。
　基本の再配置手段はAPLが手段三に該当し、　MSが手段五で、　Mしが手段二である。
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　　　　　図4・3　各事例がM飴前後の相対比較（東アジア航路）（07－17）
図4・4は全航路に再配置の特徴を纏める図である。
　　　　　全航路に再配置の特徴の纏め
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図4－4全航路に再配置の特徴のまとめ（07『17）
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　表4－8は各弊社が経営資源を再配置する時に各航路区分に実施している再配置手段を示
す表である。
　　　　　　　　　　　表4－8　地域ごとの再配置手段のまとめ
航路区分 APLMS CMAHA ML PN
北米 一 一 一
?
一 三
南米 一 新設 新設 二
欧州
?
一 三 三 一 一
アフリカ 新設 三 新設 三
?
一
中東・西アジア 新設 新設
?
一 三
東南アジア 三 五 撤退 撤退 二
図4・5はM＆A後に各船社が各地域に投入する船腹量の割合を示す図である。
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　　　　　　　　　図4・4　M＆A後端船社各地域に船腹量の割合（09’17）
　表4・8、図4・4と図4－5から総合して見ると、註説がM＆A後に経営資源を各航路に再配
置する際に次の特徴が見られる。
【北米と欧州航路】
　船舶の大型化を主として実施していますが、80％以上のM＆Aが実施している。また北米
航路では欧州航路と異なり、寄港回数の削減を実施している定航船社が多く、80％以上の
M＆Aが採用しています。輸送量が増加している北米航路と欧州航路においては、各船社が船
舶の大型化により、経済性の向上を目指すことが分かった。
　基本的な再配置手段については手段一が多く使われている。
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【南米、アフリカ、中東航路】
　新興の市揚として各船社がだんだん重視され、M＆Aにより該当区域の経営資源を獲得し、
新しいサービスを開始する。マーケットの拡大により取引量の増大を期待することができ
る。また、M＆A前から該地域に航路を開設している企業は船型を大型化することが顕著な
特徴と言える。
　基本的な再配置手段については、手段一と手毅三がよく見られる。
【東南アジア航路】
　短距離輸送するため、ユ航路当たりの寄港回数が少ない。船舶の大型化による密度の経
済性の向上を図ります。なお、積載率の関係から寄港回数の削減が見られない。
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4．3　クラスター分析
　ラスター分析とは、個体の集まりである集団があり、よく似た個体を集めていくつかの
群（クラスター）へ集団を分割する。似たものを集める過程で、個体と個、個体とクラス
ター、クラスターとクラスター問の類似度または距離を用いる。結果からクラスター内の
個体の類似性とクラスター問の相違を把握して、対象集団の構造を分析する手法である。
　本研究においては各M＆Aに対して経営資源を表す指標をもとにクラスター分析を行っ
た。具体的には下記の指標の伸び率を用いて、データをクラスター分析に適用させるため、
伸び率を23分割数に設定している。
　分析項目：
　航路区分ごとの就航隻数、船腹量、平均積載量、航路数、寄港回数、寄港地数、建造年
の伸び率
クラスター分析樹形図
?〉?? ??? ???? ??? ??? ???
図4－5　各船車の樹形図
　クラスター分析の結果をもとに、M＆A事例を三つの分類に分けると、A類型はAPL、　MSで、
B類型はC融、HL、犯でC類型は囲となった。
　同グループの事例が経営資源の再：配置に関して、類似の特徴があることが言える。4．4節
に各グループの事例に対し、経営資源を再配置する時に共通な特徴を纏めていく。
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4．4類型毎の鵬Aの特徴
前節に各M＆A事例に対し、M＆A前後の経営資源の変化でクラスター分析を行った。結果と
しては、三つのクループを分けることが分かった。
A類型：APL、　MS
B類型：C搬、HA、　ML
C類型：PN
　ここで、類型ごとのM齢の再配置特徴を明らかにするためには、各類型の事例の経営資
源が各航路区分にどのような再配置手段を実施したかを考察する必要がある。表4－9は類
型別に航路毎に採用された再配置手段のまとめである。
　　　　　表4－9各類型のM齢航路区分ごとの基本的な再配置手段のまとめ
A　型 B類型 C類型
航路区分 APLMS CMAHA ML PN
北米 一 一 一
?
一 三
南米 一 新設 新設 二
欧州
?
一 三 三 一 一
アフリカ 新設 三 新設 三
?
一
中東・西アジア 新設 新設 ? 一 三
東南アジア 三 五 撤退 撤退 二
A類型（APLとMS）
　・既存航路に経営資源の集中と新規航路への進出を図っている。具体的には、次のよう
　　な再配置を行っている
　　APL及びMSは北米と東南アジア航路において、　M＆A後に船腹量シェアを10数％ま
　で拡大した。これにより、経営資源の集中による航路シェアの拡大を図り、競合他社に
　勝る輸送サービスの提供を目指している。北米航路では、大型船を用いてコンテナー個
　当たり輸送コスト低減による経済性の向上を図りながら、寄港回数を減らして高速性を
　高める。東南アジアでは、小型船を投入し、航路を増設して寄港頻度を向上させ、他の
　船脚が寄港しない港を回ることにより、競合他社に勝る輸送サービスの提供を財旨して
　いる。
　　また、APLはアフリカ、中東・西アジアに、　MSは中東・西アジアに新しい航路を新
　設し、事業の拡大を図るとともに輸送ネットワークの拡大によるサービスの向上を図っ
　ている。
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B類型（ML、　HA、　CMA）
　・新しい航路に輸送サービスを展開し、グローバル・輸送サービスを提供することに重
　　点をおいている。なお、CMAとHAが東南アジア航路から撤退しているが、実質的
　　には、他の航路で東南アジアに寄港しているため、全世界輸送サービスを提供してい
　　ることが言える。具体的には、次のような再配置を行っている。
　　MLは南米航路において四つの航路を薪設し、船舶を29隻に投入している。　HAは一
　つの航路を新設し、船舶を4隻に投入している。CMAはアフリカ航路に新しい航路を三
　っ新設し、21隻を投入している。
C類型（PN）
　・既存航路における経済性の強化を図り、競合他社との競争に勝ることを目指している。
　　具体的には、次のような再配置を行っている。
　　PNは輸送サービスを提供している北米、南米、欧州、そしてアフリカの四つの航路
　　において船舶の大型化を図り、経済性の向上による収益の向上を狙っている。
48
4．5本章のまとめ
　現代の定航海運市場において、経済性の向上やサービス質を改善することが競争力の強
化に役立ち、多様かっ高度な荷主のニーズに対応することとなる。定航船社がM＆A後にい
かに経営資源を再配置するべきか？実施可能の手段及び各手段の効果を示した。
　また、航路別に荷動き状況が異なることから、定航船社が最適航路を確保し、効率的な
輸送サービスを展開する必要がある。このため、本章では過去M＆Aの再配置経験から航路
別に経営資源の再配置の特徴を分析した。
　北米と欧州航路：船舶の大型化を主として実施していますが、80％以上のM＆Aが実施し
ている。また北米航路では欧州航路と異なり、寄港回数の削減を実施している定航船社が
多く、80％以上の瞼Aが採用しています。輸送量が増加している北米航路と欧州航路にお
いては、日勤社が船舶の大型化により、経済性の向上を目指すことが分かった。
　南米、アフリカ、中東航路：新興の市場として各層社がだんだん重視され、M＆Aにより
該当区域の経営資源を獲得し、薪しいサービスを開始する。マーケットの拡大により取引
量の増大を期待することができる。また、M＆A前から該地域に航路を開設している企業は
船型を大型化することが顕著な特徴と言える。
　東南アジア航路：短距離輸送するため、1航路当たりの寄港回数が少ない。船舶の大型
化による密度の経済性の向上を図ります。なお、積載率の関係から寄港回数の削減が見ら
れない。
　これらの特徴は将来に定航船社：が経営資源を再配置するときに役に立つと考え、本章に
おいて明らかとなった。
　また、本章では各M齢事例の経営資源の変化を指標として、クラスター分析を行った。
経営資源を再配置するときに類似な行動を取ったM＆A事例をグループ分け、類型毎の再配
置特徴を整理した。
　A類型：既存航路に経営資源の集中と新規航路への進出を図っている。
　B類型：新しい航路に輸送サービスを展開し、グローバル・輸送サービスを提供すること
　に重点をおいている。なお、CMAとHAが東南アジア航路から撤退しているが、実質的
　には、他の航路で東南アジアに寄港しているため、全世界輸送サービスを提供している
　ことが言える。
　C類型：既存航路における経済性の強化を図り、競合他社との競争に勝ることを巨指して
　いる。
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第五章　結論
5．1結論
　20世紀の末は、産業のグローバル化の進展により、世界範囲に急激な輸送量の増加をも
たらした。定航船社が世界的な海上輸送を提供するためには、数多くの船舶を保有する必
要があり、このための定航船社問の提携やM＆Aが行われている。
　したがって、定航船社がM＆Aによって獲得した経営資源をどのように再配置するのかは
餅糊の経営に大きな影響を与えるため、非常に重要な意思決定である。その再配置の手段
について、過去の事例に基づき検討していく必要がある。
　本研究においては過去のM＆Aを対象とする。M＆A前後の経営資源を比較し、これによ
り経営資源の再配置の手段及び特徴を示した。
　第二章においては、定航海運の歴史から定航海運の現状及びM＆Aの現状を示した。並び
に、笹野海運におけるM＆Aの背景及び研究対象とするM＆Aを述べた。
　市場経済浸透、経済のグローバル化や∬革命がアライアンスとM＆Aを加速させた、特に
定評海運界において、海運同盟の崩壊や、米語海運法の改正による独禁法の適用除外も見
直されるようになり、さらに規模の経営の拡大により、アライアンスの再編や大型買収に
よる寡占少数化が進んでおり、世界をカバーできる輸送ネットワークの確立や船社：経営規
模拡大の確保のため、船社の経営にとって、ますます難しくなってくる。
　より厳しい競争の時代において、船会社がいかに勝ち残っていくことを重視してきた。
そのために、M飴を経営改善の手段として、輸送サービスの質的に向上やコスト合理化を目
指し、経営資源の再配置を行われていた。特に大規模なM飴を活発する1997年と2005年
に注罠必要があることを確認した。大規模なM＆Aを行った時に、定航船社がどのように経
営資源を再配置したのかを考察すれば、将来、船社が経営資源を再配置する際に知見を得
ることができる。第三章以降において、M＆A後に定航船社がどのように経営資源を再配置し
たのかについて考察する。
　　第三章においては定航海運の基本式から、船腹量、一航路当たり寄港回数、積載能力
といった猪標が定航海運の経済性とサービスに影響することを確認した。
　経済性の向上策としては船型の大型化、1航路当たり寄港回数の増加および船腹量の減少
である。サービスの向上策としては、船型の小型化、1航路当たり寄港回数の減少及び船
腹量の増加である。また、定航海運の特徴に関する制約条件を考慮した上で、定航船社が
M＆A後に経営資源を再配置する時に、実施する可能の手段を六つに整理した。
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　第四章においては、定航海運における六つのM＆A事例を対象にM＆A前後の船腹量などの
比較を行い、経済性及びサービス面からの再配置の狙いを分析した。
　分析の結果、船舶の大型化を基本とした再配置手段が多く採用され、また、北米や欧州
のように競争が激しい航路では、寄港回数の削減による所要時間の短縮といったサービス
向上の競争も行われていることがわかった。南米、アフリカ、中東・西アジア航路では新
興の市場として各船社がだんだん重視され、M＆Aにより該当区域の経営資源を獲得し、新
しいサービスを開始する。また、M＆A前から該地域に航路を開設している企業は船型を大
型化することが顕著な特徴と言える。
　新興の市場としてだんだん重視され、M＆Aにより該当区域の経営資源を獲得し、新しいサ
ービスを開始する。マーケットの拡大により取引量の増大を期待することができる。また、
M＆A前から該地域に航路を開設している企業は船型を大型化することが顕著：な特徴と言え
る。
　また、クラスター分析を用いた醒＆Aの分類から、再配置に関する採用手段の違いが明ら
かとなった。
　A類型は既存航路への経営資源の集中と新規航路への進出で、B類型はグローバル・輸送
サービスを提供することに重点を置き、そしてC類型は既存航路における経済性の強化を
図るといった再配置に関する特徴を持っている。
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5．2今後の課題　　一
　競争の激しい定航海運において、今後も寡占化が続くと考える。本研究では、過去に行
った六つのM＆A事例に関して、経営資源の再配置の特徴を整理した。更なる深層な研究を
進める揚合、以下のいくつかの研究の不足点が今後の課題として挙げられる。
1．今回はM＆A前後の船隊、船舶、航路の変化から経営資源の再配置の特徴について分析
　を行ったが、今後はM＆Aの効果も含めて研究したい。経営資源の再配置はM＆A効果
　に与える影響を検証する必要があると考えられる。
2．また、環境に応じながら、各定航船社の目指している経済性とサービスの相違点を分析
　　し、定航海運業界における各船社のポジションニングを考察する必要があると考えられ
　る。
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